
（平成２２年10月６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 29 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 23 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 40 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 30 件

年金記録確認兵庫地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 
 

兵庫国民年金 事案 1838 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46年１月から 51年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年１月から 51年３月まで 

私は、昭和 51 年ごろだったように思うが、夫の転勤によってＡ町（現在

は、Ｂ市）に転居した。国民年金の給付は厚生年金保険に比べて少ないので

少しでも多くしたいと思ったことと、保険料を 25 年以上納めないと年金を

もらえないと聞いていたので、転居してまもなく役場に行き、その月から保

険料を支払うつもりで国民年金の加入手続を行った。その時、役場の職員か

ら、「過去５年までなら、さかのぼって納付できます。」と勧められ、その

ようなことができることを初めて知った。そうであれば、老後に少しでもゆ

とりのある生活ができることを願い、さかのぼって保険料を納付することに

した。必要な金額を聞いて、次の日かそう遠くない時期に、保険料を用意し

て改めて納めに行った。お金は、当時のＣ銀行（現在は、Ｄ銀行）Ｅ支店の

夫の普通預金口座から約 30万円を引き出して、25万円くらいを一括で支払

ったと思う。そのときの領収書を５、６年前まで持っていたが、処分してし

まった。領収書さえ手元にあったらと悔やまれる。私は、当時から保険料を

１年分一括して支払うようにしており、その後の保険料も前納した方が少し

割引きしてもらえるので、まとめて前納してきた。申立期間については、そ

の後に１年分を一括して前納していたものとは異なる納付として特に記憶

に残っており、当時は、家計をやりくりして納付したと思う。よく調べてほ

しい。 

 

 第３ 委員会の判断の理由  

 国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の同手帳記号番号は、昭和



 
 

54年１月 19日に払い出されていることが確認できる上、Ａ町の国民年金被保

険者名簿には、受付年月日 54年１月８日と記載されていることが確認できる

ことから、申立人はこのころに加入手続を行ったものと推認できるところ、

同時期は第３回特例納付の実施時期（53 年 7 月から 55 年６月まで）であり、

申立人は、本来、任意加入被保険者であったが、当該手続において強制被保

険者とされたことから、申立期間について特例納付することが可能であった。 

また、申立人は、申立期間に係る保険料として、「金融機関で 30 万円を引

き出し、約 25 万円を納付した。」としているところ、第３回特例納付で申立

期間の保険料を納付した場合に必要となる金額は 25万 2,000円であり、申立

人の証言とほぼ一致する。 

さらに、申立人は、申立期間の直後の昭和 51 年度及び 52 年度の各１年分

の保険料（１万 6,800 円及び２万 6,400 円）をそれぞれ異なる時期にまとめ

て過年度納付しており、加入手続を行った 53 年度１年分の保険料（３万 2,760

円）についても一括して現年度納付していることが確認できるが、これらの

保険料は、申立人の証言する金額（約 25万円）とは大きく異なる上、申立人

は、その後の期間の保険料について繰り返し１年分の保険料を一括して前納

していることが確認できるところ、申立人は、申立期間に係る保険料の納付

は、期間及び金額共にほかの１年分の保険料納付とは異なる特別な出来事で

あったと記憶しており、その証言内容には信憑
ぴょう

性がうかがえる。 

加えて、Ａ町の申立人に係る国民年金被保険者名簿には、昭和 51年度及び

52 年度の過年度納付について、金額及び納付年月日が具体的に記載されてお

り、当時、同町では国庫金の収納に関与していたことが推認できることから、

申立人が同町役場で申立期間の保険料を納付したとする主張に不自然さはう

かがえない。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



 
 

兵庫国民年金 事案 1839 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60年４月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年４月から 61年３月まで 

私は、Ａ社を昭和 59年８月 31日に退職後、Ｂ事業所に就業した。その事

業所には厚生年金保険が無く、母親は私の将来を心配して、61 年４月ごろ

にＣ市Ｄ区役所で国民年金の加入手続を行ってくれた。また、母親は、その

日のうちにＥ銀行（現在は、Ｆ銀行）Ｇ支店で預金を引き出し、そのお金を

持って再び同区役所に行き、さかのぼって１年分の保険料 8万 880円を窓口

で支払ってくれた。 

ねんきん特別便が自宅に送られてきて、加入時に母親がまとめて 1年分支

払ってくれた期間の保険料が未納になっていることに大変驚いた。調査して

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親によると、昭和 61 年４月にＣ市Ｅ区役所で申立人の国民年金

加入手続を行い、窓口で昭和 60 年度（12 か月分）の手書きの納付書を発行し

てもらい、すぐに同区役所で保険料を納付したとしているところ、ⅰ）同市の

60 年度の国民年金収滞納一覧表によれば、申立人の異動処理月は 61 年５月と

記録されていることから、申立人は同年４月に加入手続したことが推認でき、

60年度の現年度納付書が発行されていることも確認できる上、ⅱ）同市によれ

ば、被保険者から申出があれば、窓口で納付書を発行していたとしており、前

年度の保険料は、翌年度の４月中であれば現年度保険料として区役所の窓口で

納付できるが、５月以降であれば、過年度納付となり窓口で納付できないとし

ていることから、申立人の主張内容と一致する。 

また、申立人の母親によると、申立人の国民年金加入手続時に、Ｃ市Ｅ区役

所の窓口で職員の説明を聞きながら年金手帳にメモ（昭和 59年度、60年度の



 
 

保険料額）を書き、これに基づき預金から必要な金額を引き出して、その日の

うちに同区役所で保険料を納付したとしているところ、申立人が所持する年金

手帳から当該メモの記載内容が確認できる。 

さらに、申立人は、国民年金手帳記号番号の払出日以降に保険料の未納は無

く、平成２年２月から付加年金にも加入するなど納付意識が高い上、申立人の

加入手続及び申立期間の保険料を納付したとする申立人の母親も、制度発足時

に加入後、保険料をすべて納付しており、昭和 57年 10月からは付加年金に加

入するなど納付意識の高さがうかがえる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



 
 

兵庫国民年金 事案 1840 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 44 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 39年３月まで 

② 昭和 44年１月から 同年３月まで 

③ 昭和 48年１月から 同年３月まで 

私は昭和 44年に結婚し（婚姻届出は 47年）、その際、父親から年金手帳

を受け取り、これからは自分で国民年金保険料を納付していくように言われ、

その後は自分で保険料を納付してきた。年金を受給する手続の際にも、Ａ市

役所の職員から、未納期間は無いとの返事をもらっていたのに、自宅に送ら

れてきたねんきん特別便を見ると、未納期間がいくつか存在していることが

わかり納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、申立期間②については、３か月と短期間である上、申立期

間①及び③も含めた申立期間以外に未納期間はなく、申立人の国民年金保険料

の納付意識は高かったものと考えられる。 

また、国民年金被保険者台帳によると、申立期間②直後の昭和 44 年４月か

ら 47 年３月までの国民年金保険料を第２回特例納付により納付していること

が確認できることから、36 か月の国民年金保険料について特例納付を行いな

がら、直前の３か月と短期間の、申立期間②の国民年金保険料を納付しないの

は不自然である。 

一方、申立期間①については、申立人は、申立人の父親が申立人の国民年金

の加入手続及び保険料の納付を行ってくれたと主張しているところ、国民年金

手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 39 年９

月 24 日に申立人の姉と連番で払い出されていることが確認でき、それ以前に



 
 

別の同手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、申立人は、申立期間①の国民年金保険料の納付に関与しておらず、保

険料を納付したとしている申立人の父親は既に亡くなっており、申立期間①当

時の具体的な納付状況について確認することができない上、オンライン記録に

よると、申立人の姉についても申立期間①の国民年金保険料は未納となってい

ることが確認できることから、申立人の父親が、申立人の姉と共に国民年金の

加入手続を行った昭和 39 年度の国民年金保険料から、納付を行ったものと考

えるのが妥当である。 

さらに、申立期間③については、申立人は、社会保険事務所（当時）発行の

過年度納付書を所持していることから、申立期間③の国民年金保険料を現年度

納付していなかったものと推認される上、当該納付書には、３枚複写のうち１

枚目の「納付書・領収証書」及び２枚目の「領収控」が残っており、そのいず

れにも領収印が無いことから、申立期間③の国民年金保険料を納付していた状

況はうかがえない。 

加えて、申立人が申立期間①及び③の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①及び③の保

険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 44 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 

 



 

兵庫国民年金 事案 1841 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55年５月から 56年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年５月から 56年３月まで 

私が 32歳の時、母から国民年金に加入するように勧められたので、Ａ市

役所で加入手続を行い、国民年金手帳を交付してもらった。また、国民年

金に加入後は、保険料を必ず納付してきた。 

年金記録を確認したところ、加入当初の昭和 55年５月から 56年３月まで

が未納とされていることがわかったが、国民年金に加入後は保険料を必ず納

付しているのに、未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 55 年ごろに国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を

納付していたとしているところ、申立人は、申立期間後、60 歳に到達するま

で、保険料を全て納付済みである上、申立人の所持する年金手帳、Ａ市の国民

年金被保険者名簿及び国民年金被保険者台帳の資格取得日はいずれも同年５

月 12 日に任意加入と記録されていることが確認できることから、納付意識の

高い申立人が任意加入をしておきながら、加入当初の期間の保険料が未納とな

っているのは不自然である。 

また、上記Ａ市の名簿の検認記録欄を見ると、昭和 56 年度が完納と記録さ

れているものの、当該年度欄の数値は「55」から「56」に手書きにより訂正さ

れていることが確認できるが訂正印が押されていないなど、その事務処理が適

正に取り扱われていない状況がうかがえ、以上のことを踏まえると、申立期間

について、申立人が納付を行っていたものと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

兵庫国民年金 事案 1842 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50年４月から 51年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年４月から 51年３月まで 

昭和 49年 10月に勤務していた会社を退職し、しばらくアルバイトなどを

した後、50 年３月に現在勤務している会社に就職したが、当時はまだ、厚

生年金保険の適用事業所ではなかった。同年１月ごろに母が私の国民年金の

加入手続を行ってくれ、会社が平成４年に厚生年金保険の適用事業所となる

までは、母に保険料を預けて納めてもらっていた。 

年金記録を確認したところ、加入当初の納付済期間後の１年間が未納とさ

れていたが、平成４年に厚生年金保険被保険者となるまで国民年金保険料を

未納とすることなく納めており、未納とされていることに納得できない。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

      オンライン記録によると、申立人は申立期間以外に国民年金保険料の未納期

間は無く、申立期間の同保険料を納付していたとする申立人の母親は、国民年

金の加入期間のうち昭和 36 年度を除き未納期間が無いことから、申立人及び

その母親の納付意識の高さがうかがえる。 

      また、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の同手帳記号番号は昭

和 52年１月 20日に払い出されていることが確認できるところ、国民年金被保

険者台帳によると、申立期間直前の 50 年１月から同年３月までの国民年金保

険料を過年度納付していることが確認できる上、Ａ市の収滞納一覧表によると、

申立期間直後の昭和51年度の同保険料を52年３月３日に一括で現年度納付し

ていることが確認できることから、納付意識の高い申立人及びその母親が、12

か月と短期間である申立期間について、納付していたものと考えても不自然で

はない。 

さらに、その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間

の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

兵庫国民年金 事案 1843 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年４月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年４月              

私は、父から将来困らないように国民年金保険料は払っておくべきものだ

と言われ、そのとおりだと認識していた。そのことがあり、夫が無職の時は

保険料の免除を申請し、生活が安定すれば、追納をしようと思っていた。夫

は昭和 60 年１月から４月までの期間について申請免除が承認されたが、私

は 59 年４月から 60 年３月までの保険料を前納していたため、60 年４月の

み申請免除が承認された。平成４年１月７日に市役所で追納の納付書を作成

してもらい、夫と一緒に郵便局で追納したにもかかわらず、夫のみが追納と

されており、私は追納とされていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料を申立人の夫と共に追納したと主張し

ているところ、オンライン記録によると、申立人の夫は、申立期間の国民年金

保険料を納付（追納）済みであることが確認できる。 

また、申立人は､Ａ市役所で納付書を作成してもらったと主張しているとこ

ろ、本来、国民年金保険料の追納の納付書は社会保険事務所（当時）で発行さ

れ、オンライン記録に追納申出の履歴が記録される上、納付書は機械印字によ

り作成されるところ、申立人の夫が所持する、その夫が申立期間の国民年金保

険料を納付（追納）したことを示す納付書は手書きで作成され、オンライン記

録において追納申出の履歴が確認できない上、Ａ市によると、追納に係る手書

きの納付書を市役所で作成していたことがあるとしており、申立人の主張と符

合する。 

さらに、申立期間は１か月と短期間であり、申立期間の前後は納付済みであ

る上、申立人が納付したとする申立期間の追納保険料は 6,740円であったとし

ているところ、申立期間の保険料額と一致している。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

兵庫厚生年金 事案 2167  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を昭和

61 年５月 16 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 17 万円とすることが必

要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年４月 16日から同年５月 16日まで 

私は、Ａ社に昭和 56 年４月１日付けで入社し、61 年５月 15 日付けで退

職したが、ねんきん特別便の記録では厚生年金保険被保険者資格喪失日が同

年４月 16 日と記録され、退職後すぐに加入した国民年金加入日が同年５月

16 日となっており１か月の空白期間があるのは納得できないので訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ａ社から提出された社内報及び昭和 61年４月 21日付けの組織図、申立人が

保管する退職にあたっての同社からの表彰状の写し、及び雇用保険の記録から

判断すると、申立人は、同社において同年５月 15 日まで継続して勤務してい

たことが認められる。 

 また、Ａ社は、「申立人は、昭和 61年５月 15日まで在籍していたので、４

月の保険料は５月の給与から控除されていたと考えられる。」と回答している。 

これらのことから判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る昭和 61 年

３月の社会保険事務所（当時）の記録から、17万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の納付義務の履行については、Ａ社が保管する健

康保険・厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書により、同社が申立人の資



 

格喪失日を昭和 61年４月 16日として届け出たことが確認できることから、社

会保険事務所は申立人に係る申立期間の保険料について納入の告知を行って

おらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべ

き保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申

立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないものと認めら

れる。 



 

兵庫厚生年金 事案 2168  

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、平成 10 年５

月から同年 12 月までの期間については、申立人が主張する標準報酬月額であ

ったことが認められることから、当該期間の標準報酬月額の記録を 44 万円に

訂正することが必要である。    

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間： 平成 10年５月１日から 11年１月 21日まで 

申立期間に係る私の厚生年金保険の標準報酬月額は、受け取った「ねんき

ん定期便」に記載されている金額と相違しているので確認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  Ａ社に係るオンライン記録において、申立期間のうち、平成 10 年５月から

同年９月までについては、当初、申立人が主張する標準報酬月額の 44 万円と

記録されていたところ、同年９月 28 日付けで、同年５月１日にさかのぼって

28万円に引き下げられ、かつ、同年 10月から同年 12月までは 28万円で届出

されていることが確認できる。                      

  また、Ａ社の元代表取締役及び元取締役を含む 17 人全員についても申立人

と同様に平成10年９月28日付けで同年５月１日にさかのぼって標準報酬月額

が、それぞれ引き下げられていることが確認できる。  

  しかしながら、当該事実について、Ａ社の元代表取締役は既に死亡している

ため確認できず、元取締役や元同僚からも、申立期間当時、申立人の報酬月額

が 28 万円に減額されたことをうかがわせる供述は得られない上、申立人の所

持する当該期間に係る給料明細書の支給金額合計額及び家計簿に記載された

給与の金額は、当初記録されていた標準報酬月額に近似していることが確認で

きる。 

  また、不納欠損整理簿に記載されたＡ社の保険料滞納額から、申立期間初期

には、既に同社において厚生年金保険料等の滞納があったことが推認できる。 

  これらの事実を総合的に判断すると、平成 10 年９月 28 日付けで行われた

遡及
そきゅう

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について同年５月１日

にさかのぼって標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由があったとは認

められないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったことは認め



 

られない。 

  したがって、申立人の申立期間のうち、平成 10年５月から同年 12月までに

係る標準報酬月額については、44万円に訂正することが必要である。 

   一方、申立期間のうち、平成 11 年１月については、申立人の所持している

給料明細書から、申立人が当該月に厚生年金保険料を控除されていることが確

認できる。 

   しかしながら、オンライン記録によると、申立人は平成 11年１月 21日に同

社において厚生年金保険の被保険者資格を喪失したことが確認できるところ、

厚生年金保険法では、第 19 条において「被保険者期間を計算する場合には、

月によるものとし、被保険者の資格を取得した月からその資格を喪失した月の

前月までをこれに算入する。」とされており、さらに同法第 81条第２項におい

て「保険料は、被保険者期間の計算の基礎となる各月につき、徴収するものと

する。」とされていることから事業主は当該月については申立人に係る厚生年

金保険料を納付する義務を負っていないものと認められる。 

   これらのことから、平成 11 年１月については、厚生年金保険被保険者期間

として認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2169  

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が昭和 19 年 10 月 21 日に厚生年金保険被保険者の資格を

取得した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認められ、か

つ、申立人のＡ社Ｂ事業所における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、20

年５月 10 日であったと認められることから、申立人に係る厚生年金保険被保

険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、１万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年 10月 21日から 20 年５月ごろまで 

私は、学校を卒業してすぐの昭和 19年１月から同級生二人(以下「同級生

Ｃ」及び「同級生Ｄ」という。)と一緒にＡ社Ｅ事業所に入社した。 

昭和 19年 10月 21日には、同級生Ｃと共にＡ社Ｂ事業所に転勤し、20年

５月ごろまで勤務したが、同事業所に転勤となって以降の記録が抜け落ちて

いる。 

私は、昭和 20 年５月にＢ29 の爆撃に遭い、Ｆ市にあった実家は半壊し、

当時の上司が避難先の小学校まで見舞いに来てくれたことを記憶しており、

少なくともこのころまではＡ社Ｂ事業所に勤務していたことは間違いない

ので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社Ｅ事業所から同社Ｂ事業所に転勤した経緯及び自身が戦災に

遭った事実の経過の説明には具体性がある上、同級生Ｃが、｢昭和 20 年５月

10日に陸軍に入営するまで申立人は同社Ｂ事業所で勤務していた。｣と証言し

ていることから判断すると、申立人は、申立期間において同事業所に継続して

勤務していたと推認できる。 

また、同級生Ｃ及びＤの証言内容から、申立人と同級生Ｃ及びＤの３人は、

入社後同時期にＡ社Ｅ事業所から同社Ｂ事業所に転勤していたと推認できる

ところ、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名簿」



 

という。）及び厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）においては同事業所にお

ける当該３人の厚生年金保険被保険者記録は見当たらないものの、オンライン

記録では、同社が閉鎖された昭和 20 年８月＊日まで、同級生Ｄの記録のみが

被保険者記録として存続していることから判断すると、申立人についても、同

事業所に転勤して以降の申立期間に係る厚生年金保険料を、事業主により給与

から控除されていたと推認できる。 

さらに、Ａ社Ｂ事業所に係る被保険者名簿について、日本年金機構Ｇ事務

センターは、｢同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿は、昭和 20年８

月 26 日以降に何らかの事情により、各事業所で資格を取得していた被保険者

を一つの被保険者名簿にまとめて書き換えられている。｣と回答しており、当

該事業所に係る被保険者名簿を紛失していたことがうかがえる。 

以上の事実を前提にすると、申立てに係る厚生年金保険の記録が無いことの

原因としては、事業主の届出漏れ、保険者による被保険者名簿への記入漏れ、

被保険者名簿の焼失等の可能性が考えられるが、被保険者名簿の大規模な焼失

等から半世紀も経た今日において、保険者も被保険者名簿の完全な復元をなし

えない状況の下で、申立人及び事業主にその原因がいずれにあるのかの特定を

行わせることは不可能を強いるものであり、同人らにこれによる不利益を負担

させるのは相当でないというべきである。 

以上を踏まえて本件を見るに、申立人が申立期間に継続勤務した事実及び事

業主による保険料の控除の事実が推認できること、申立てに係る厚生年金保険

の記録は、事業主がその届出を行った後に焼失した可能性が高いと認められる

一方で、この推認を妨げる特段の事情は見当たらないこと等の諸事情を総合し

て考慮すると、事業主は、申立人が昭和 19年 10 月 21 日に厚生年金保険被保

険者の資格を取得した旨の届出を社会保険事務所(当時)に対し行ったと認め

るのが相当であり、かつ、申立人の申立てに係る事業所における厚生年金保険

被保険者の資格喪失日は、少なくとも同級生Ｃが陸軍に入営したときまで在籍

していたと考えられることから、20年５月 10日とすることが妥当であると判

断する。 

また、申立期間の標準報酬月額は、厚生年金保険法及び船員保険法の一部を

改正する法律(昭和 44年法律第 78号)附則第３条の規定に準じ、１万円とする

ことが妥当である。 

なお、記録を管理する保険者は、戦災・火災等の大規模な事故により、被保

険者名簿が焼失等したことから、現存厚生年金保険の記録に相当の欠落が見ら

れる等、記録の不完全性が明らかな場合においては、以上の事情を考慮の上、

当該期間の欠落の原因が申立人又は事業主にあることが特定できない案件に

関して、事情にあった適切な取扱基準を定め、これに対処すべきであるが、現

時点ではこれが十分になされているとは言えない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2170  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を平成

14年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 24万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成 14年７月 31日から同年８月１日まで 

私は、平成３年９月 26 日にＡ社に入社して以来継続して勤務していたに

もかかわらず、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が欠落していることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管する申立人に係る人事記録及び給与明細書並びに雇用保険の被

保険者記録により、申立人は同社において継続して勤務し（平成 14 年８月１

日に同社から関連会社のＢ社へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る平成 14 年

６月の社会保険事務所（当時）の記録から、24万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は、資格喪失日を誤って届け出たとしており、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る平成 14 年７月の厚生年金保険料について納

入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その

後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



 

兵庫厚生年金 事案 2171  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記録のうち、申立期

間に係る資格喪失日（昭和 46年７月 20日）及び資格取得日（47年３月４日）

に係る記録を取り消し、申立期間の標準報酬月額を６万 8,000円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 46年７月 20日から 47年３月４日まで 

私は、昭和 43年３月にＡ社に入社し、52年９月に退職するまでの間、継

続して同社と雇用関係があったと認識していたが、私の年金記録によると、

申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いとされており、納得できない。 

私は、Ａ社から配置転換命令及び懲戒解雇を受けたため、Ｂ地方労働委員

会に対して、不当労働行為として救済申立を行い、同委員会の救済命令によ

り、昭和 47 年３月からは職場復帰している。また、Ｃ地方裁判所に対して

も地位保全の仮処分を申請し、私の主張が認められた。   

Ａ社との雇用関係は継続していたと認識しているため、申立期間を厚生年

金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ｂ地方労働委員会に対して不当労働行為としての救済申立及び

Ｃ地方裁判所に対して地位保全の仮処分の申請を行った。」と主張していると

ころ、当時の地位保全の仮処分の申請に係る書類等は残っていないものの、同

委員会が保管する昭和 47 年版年報によると、申立人は、同委員会に対して、

46年２月１日付けでなされたＤ業務からＥ業務への異動及び同年７月 19日付

けでなされた懲戒解雇についてそれぞれ不当労働行為として申立てを行って

おり、47年２月＊日付けで全部救済として終結していることが確認できる上、



 

救済内容については、「被申立人は、申立人に対し、46年７月 19日付けでな

した懲戒解雇及び同年２月１日付けでなしたＥ業務への配置転換命令を取消

し、同人をＦ業務に復帰せしめ、かつ、解雇の日からＦ業務復帰までの間に同

人に支払われるべき賃金相当額を支払わなければならない。」とされている。 

また、上記の救済申立及び仮処分申請を担当した弁護士は、「当時の資料は

残っていないものの、いずれの申立ても申立人の主張のとおり仮処分が認めら

れて職場に復帰していることから、申立人に対して賃金相当額が支払われ、税

金や社会保険料等も解雇前と同じ状態で控除されていたと推認される。」と証

言している。 

さらに、「解雇の効力につき係争中の場合における健康保険等の取扱につい

て」（昭和 25 年 10 月９日保発第 68 号厚生省保険局長通知）によると、労働

委員会又は裁判所が解雇無効の判定をなし、その効力が発生したときは、当該

判定に従い遡及
そきゅう

して資格喪失処理を取り消すとされている。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の昭和 45年 10月のＡ社

に係る社会保険事務所（当時）の記録から、６万 8,000円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、仮に、事業主から申立人に係る「地位保全の仮処分決定」があ

った旨の届出が社会保険事務所に行われていれば、申立人の資格喪失の取消し

の処理が行われるはずであるが、社会保険事務所の記録によると、取消しの処

理は行われておらず、申立人に係る資格取得日を昭和 47 年３月４日とする処

理が行われ、新たに別の健康保険番号を付番していることを踏まえると、事業

主は申立人に係る「地位保全の仮処分決定」があった旨の届出は行っておらず、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の保険料の納入の告知を

行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 



 

兵庫厚生年金 事案 2172  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 45年２月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を同年２月は３万 6,000

円、同年３月は３万 9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間： 昭和 45年２月１日から同年４月１日まで 

昭和 45 年から勤務したＡ社の給与明細書が出てきた。同年２月及び３月

分の給与から厚生年金保険料が控除されていることが確認できるので、調査

の上年金記録の訂正を願う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持している昭和 45 年２月及び同年３月の給与支給明細書により、

申立人がＡ社に勤務し、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記給与支給明細書から、昭和

45年２月は３万 6,000円、同年３月は３万 9,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明であるとしており、このほかに確認できる関連資料及び周

辺事情は無いことから明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

無いことから、行ったとは認められない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2173  

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 20 年５月 10 日から同年８月 26 日までの期間につい

ては、事業主は、申立人が同年５月 10 日に厚生年金保険被保険者の資格を取

得した旨の届出を社会保険事務所（当時は、保険出張所）に対し行ったことが

認められ、かつ、申立人の申立てに係る事業所における厚生年金保険被保険者

の資格喪失日は、同年８月 26 日であったと認められることから、申立人に係

る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正すること

が必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、１万円とすることが妥当である。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

 住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年５月 10日から同年９月 20日ごろまで 

私は、尋常高等小学校高等科を卒業後、昭和 15 年ごろＡ社Ｂ工場に入社

し、終戦前に同社Ｃ工場に転勤した。会社の要請により終戦後の残務整理を

した上、20 年９月 20 日ごろまで勤めて退職したが、同年５月 10 日以降の

厚生年金保険被保険者記録が無いのは納得できないので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 20 年５月 10 日から同年８月 26 日までの期間につ

いては、申立人の厚生年金保険被保険者記録は確認できないが、申立人に係

る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）及びＡ社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿によると、申立人は 17 年６月１日にＡ社において被保険者

資格を取得し、同社Ｂ工場から同社Ｃ工場への異動により、20年５月 10日

に同資格を喪失していることが確認できるところ、上記被保険者名簿におい

て資格喪失原因として「Ｃへ転勤」との記載が確認できる。 

また、申立人は「Ｃ工場に転勤して間もなく、同工場が空襲を受けた。」

としているところ、昭和 20 年５月＊日にＡ社Ｃ工場及びその周辺地域が空

襲を受けていることが文献等により確認できる上、同工場における空襲の被

災状況、空襲後及び終戦後の同工場における操業の状況に関する申立人の説



 

明は具体的であり、申立期間当時、同工場において被保険者資格を有する複

数の元従業員の証言とおおむね一致する。 

さらに、申立人と同様に、Ａ社Ｂ工場から同社Ｃ工場へ転勤したことが確

認できた 11人についてみると、11人全員が同社Ｂ工場に係る被保険者資格

の喪失日と同日に、同社Ｃ工場で同資格を取得していることが確認できる。 

加えて、申立人が氏名を記憶する異動前のＡ社Ｂ工場の元同僚（同社が厚

生年金保険の適用事業所でなくなった昭和 20 年８月 26 日に資格喪失）は、

「申立人は、仕事の良くできる同僚だったとはっきり記憶しており、正社員

であったことは間違いない。」と証言している。 

これらのことから判断すると、申立人は、昭和 20年５月 10日から同年８

月 26 日までの期間、Ａ社Ｃ工場において勤務し、厚生年金保険の被保険者

であった当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと認められる。 

一方、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿について、日本年金

機構Ｄ事務センターは、｢現在、保管している同社に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿は、昭和 20年８月 26日以降に何らかの事情により、各事

業所で資格を取得していた被保険者を一つの被保険者名簿にまとめて書き

換えられたものである。｣と回答しており、同社に係る当該期間当時の健康

保険厚生年金保険被保険者名簿は紛失していたことがうかがえる。 

以上の事実を前提にすると、申立てに係る厚生年金保険の記録が無いこと

の原因としては、事業主の届出漏れ、保険者による被保険者名簿への記入漏

れ、被保険者名簿の焼失等の可能性が考えられるが、被保険者名簿の大規模

な焼失等から半世紀も経た今日において、保険者も被保険者名簿の完全な復

元をなしえない状況の下で、申立人及び事業主にその原因がいずれにあるの

かの特定を行わせることは不可能を強いるものであり、同人らにこれによる

不利益を負担させるのは相当でないというべきである。 

以上を踏まえて本件を見るに、申立人が当該期間に継続勤務した事実及び

事業主による保険料の控除の事実が推認できること、申立てに係る厚生年金

保険の記録は、事業主がその届出を行った後に焼失等した可能性が高いと認

められる一方で、この推認を妨げる特段の事情は見当たらないこと等の諸事

情を総合して考慮すると、事業主は、申立人が昭和 20年５月 10日に厚生年

金保険被保険者の資格を取得した旨の届出を社会保険事務所に対して行っ

たと認めるのが相当であり、かつ、申立人の申立てに係る事業所における厚

生年金保険被保険者の資格喪失日は、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でな

くなった日である同年８月 26日とすることが妥当であると判断する。 

また、申立期間の標準報酬月額は、厚生年金保険法及び船員保険法の一部

を改正する法律（昭和 44年法律第 78号）附則第３条の規定に準じ、１万円

とすることが妥当である。 



 

２ 申立期間のうち、昭和 20 年８月 27 日から同年９月 20 日までの期間につ

いては、Ａ社は上記のとおり同年８月 26 日に厚生年金保険の適用事業所で

はなくなっていることが確認できる。 

また、Ａ社の後継会社であるＥ社は、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所で

はなくなる直前の昭和20年８月24日に厚生年金保険の適用事業所となって

いることが確認できるものの、オンライン記録において、申立人の同社に係

る被保険者記録は確認できない上、申立人は、「私が配属されていた部署に

おいて、終戦後の残務整理のために残った作業員は、私を含めて２から３人

であるが、一緒に残った同僚の名前は覚えていない。」としており、申立人

の勤務実態を確認することができない。 

また、申立人は、「会社の解散に伴い、Ａ社が新しい名称の会社（Ｅ社）

に変わったことも知らず、新会社に再入社する手続きをした記憶もない。昭

和 20年８月いっぱいまで勤めた記憶はあるが、同年９月はいつまでいたか、

給料も貰
もら

ったかどうかはっきり覚えていない。」と供述しており、勤務期間

に関する申立人の記憶も明確ではない。 

このほか、申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人が当該期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2174  

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立期間のう

ち、平成８年 10 月から９年９月までの期間については、申立人が主張する標

準報酬月額であったことが認められることから、当該期間の標準報酬月額の記

録を 24万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年 10月１日から 10年２月 26日まで 

「ねんきん定期便」を確認したところ、申立期間については、所持してい

る賃金支払明細書に記載された内容と異なるように思うので確認してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ Ａ社に係る申立人のオンライン記録において、申立期間のうち、平成８年

10 月から９年６月までについては、当初、申立人が主張する標準報酬月額

の 24 万円と記録されていたところ、同年６月 11 日付けで、８年 10 月１日

にさかのぼって 15 万円に引き下げられ、かつ、９年７月から同年９月まで

は 15万円で届出されていることが確認できる。 

また、Ａ社の元代表取締役を含む９人全員についても申立人と同様に平成

９年６月 11日付けで、８年 10月１日（資格取得日が当該日以降の者につい

ては、各々の資格取得日）までさかのぼって標準報酬月額が、それぞれ引き

下げられていることが確認できる。 

しかしながら、当該事実について、Ａ社の元代表取締役は居所不明のため

確認することができず、元同僚からは、申立期間当時、申立人の報酬月額が

15 万円に減額されたことをうかがわせる供述は得られない上、申立人の所

持する当該期間に係る賃金支払明細書の支給金額合計額は、当初記録されて

いた標準報酬月額に近似していることが確認できる。 

また、Ａ社に係る滞納処分票によると、申立期間より前の平成４年 10 月

から既に同社において厚生年金保険料等の滞納があったことが確認できる。 

 これらの事実を総合的に判断すると、平成９年６月 11 日付けで行われた



 

遡及
そきゅう

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について８年 10 月

１日にさかのぼって標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由があった

とは認められないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったこ

とは認められない。 

 したがって、申立期間のうち、平成８年 10 月から９年９月までの期間に

係る標準報酬月額については、24万円に訂正することが妥当である。 

また、申立期間のうち、平成９年 10月から 10年１月に係る標準報酬月額

については、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律（以下「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、

これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除し

ていたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに

見合う標準報酬月額の範囲内であり、これらの標準報酬月額のいずれか低い

方の額を認定することとなる。 

 当該期間については、オンラインに記録されている標準報酬月額と申立人

の所持している賃金支払明細書から確認できる標準報酬月額が一致してい

ることから、特例法による保険給付の対象にあたらないため、あっせんは行

わない。 

 

    

   



 

兵庫厚生年金 事案 2175  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場（現在は、Ｃ社Ｂ工場）

における厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る記録を昭和33年11月１日

に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年 11月１日から 34 年１月１日まで 

     私は、昭和 33 年 11 月にＡ社Ｂ工場に臨時工として入社した。34 年４月

から正社員として勤務、44年 10月までＤ作業を行っていた。給与は、月に

２回支払われ、申立期間に、保険料が控除されていたことを示す賃金支給明

細表もある。33 年 11 月及び同年 12 月の２か月分の厚生年金保険の記録が

無いので、調査して納得のいく回答がほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した賃金支給明細表により、申立人が申立期間にＡ社Ｂ工場で

勤務していたことが確認できる。 

また、上記の賃金支給明細表によると、健康保険料と厚生年金保険料の内訳

の記載はないものの、昭和 33 年 11 月分及び同年 12 月分の給与（各月それぞ

れ２回支給）から、健康保険料及び厚生年金保険料が控除されていることが確

認できる。 

さらに、申立人の雇用保険（当時は、失業保険）の被保険者資格取得日は厚

生年金保険と同日の昭和 34 年１月１日であるところ、賃金支給明細表による

と、33 年 11 月分及び同年 12 月分の給与から失業保険料が控除されているこ

とが確認できる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控



 

除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場に係る昭和

34 年１月の社会保険事務所（当時）の記録から 8,000 円とすることが妥当で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことか

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険

事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

    



 

兵庫厚生年金 事案 2176  

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、昭和28年２月21日から同年７月９日までの期間について、

事業主は、申立人が同年２月 21 日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、

同年７月９日に喪失した旨の届出を社会保険出張所（当時）に行ったことが認

められることから、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失

日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については 8,000円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 17年６月１日から 18年３月 27日まで 

         ② 昭和 20年９月１日から 21年４月１日まで 

         ③ 昭和 27年４月１日から 35年２月１日まで 

私は、昭和 17 年春に高等小学校を卒業後、Ａ社に入社し、終戦を迎える

までの間、同社に勤務したが、申立期間に係る厚生年金保険被保険者記録が

無いとされており、納得できない。 

また、Ａ社を退職した後は、具体的な時期は特定できないものの、昭和

20 年９月ごろからＢ社において勤務を開始したが、同社における厚生年金

保険の被保険者資格取得日が 21 年４月１日とされていることに納得できな

い。 

さらに、昭和 27 年４月１日から 35 年１月 31 日までは、Ｂ社の事業主が

経営していたＣ社において継続して勤務していたが、同社における厚生年金

保険被保険者期間が無いとされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、「申立期間③においてＣ社に勤務していた。」と主張している

が、同社は厚生年金保険の適用事業所であったことが確認できない。      

しかし、申立人は、「Ｃ社の事業主及び事業所所在地がＢ社と同じであっ

た。」と供述しているところ、申立期間③のうち、昭和 28年２月 21日から

同年７月９日までの期間について、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険



 

者名簿の中に、申立人と同姓同名かつ同じ生年月日で、基礎年金番号に未統

合の厚生年金保険被保険者記録（同年２月 21 日から同年７月９日まで）が

確認できる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）によると、当該期間

について、資格取得日の記載が確認できないものの、Ｂ社の事業所名称、資

格喪失日及び被保険者名簿と同一の厚生年金保険被保険者台帳記号番号が

確認できることから、上記の未統合記録は、申立人の記録であると認められ

る。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、未統合の厚生年金保険被保険

者記録から、8,000円とすることが妥当である。 

２ 申立期間①について、申立人は、「昭和 17 年春に高等小学校を卒業し、

Ａ社に入社した。」と主張しているが、同社は、「申立期間当時の資料は保

管していない。」と回答しており、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の加

入状況について確認できない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人が

同社において同時期に勤務を開始したと記憶する元同僚二人の被保険者資

格取得日は、申立人と同年同月の昭和 18 年３月 27 日及び同年３月 28 日で

あることが確認できる上、当該元同僚のうち連絡先が判明した一人に対し文

書により照会したところ、同人は、「勤務した期間と厚生年金の記録は一致

しているが、申立人のことを記憶していない。」と回答しており、申立人が

申立期間①に同社に在籍していたことについて具体的な証言を得ることが

できない。 

３ 申立期間②について、申立人は、「昭和 20 年９月１日からＢ社において

勤務を開始した。」と主張しているが、日本年金機構は、「同社は、昭和

21 年４月１日付けで厚生年金保険の適用事業所となっている。」と回答し

ていることから、申立期間②については同社が厚生年金保険の適用事業所と

なる前の期間であることが確認できる。 

また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人が

記憶する元事業主及び元同僚３人についても、申立人の厚生年金保険被保険

者資格取得日と同日の昭和 21 年４月１日に被保険者資格を取得しているこ

とが確認できる上、元事業主及び元同僚については、連絡先が不明であるこ

とから、当時の状況について聞き取りを行うことができない。 

４ 申立期間③について、申立人は、「Ｃ社において勤務した。」と主張して

いるが、日本年金機構は、「同社が厚生年金保険の適用事業所であったこと

は確認できない。」と回答している上、上記のとおり申立期間③の一部はＢ

社の被保険者であることが確認できる。 

また、申立人が記憶する元事業主及び元同僚については、連絡先が不明で

あるため、当時の状況について聞き取りを行うことができないことから、申



 

立人の勤務状況について確認することができない。 

５ このほか、申立人が申立期間①から③まで（未統合期間を除く。）につい

て、申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を給与から控除されていたこと

を示す関連資料は無く、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保

険料を給与から控除されていたと認めることはできない。  

 



 

兵庫厚生年金 事案 2177  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①のうち、昭和 21 年４月１日から 22年５月２日までの

期間については、厚生年金保険被保険者であったことが認められることから、

Ａ社における資格喪失日に係る記録を同年５月２日とし、当該期間の標準報酬

月額を１万円とすることが必要である。 

また、申立人は、申立期間③については、昭和 28 年３月１日から同年４月

１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、Ａ社Ｂ支店における資格取得日に係る記録を同

年３月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 8,000円とすることが必要で

ある。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間③の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21年４月１日から 23年１月１日まで 

             ② 昭和 23年１月１日から 24年 11月１日まで 

             ③ 昭和 28年３月１日から同年４月１日まで 

私は、昭和 14年４月１日から 50年９月 30日までＡ社に勤務していたが、

年金記録では、入営により休職していた 21年４月１日から 23年１月１日ま

での期間（申立期間①）、除隊して同社Ｃ出張所に復職した同年１月１日か

ら 24 年 11 月１日までの期間（申立期間②）、及び同社Ｄ支店から同社Ｅ出

張所に転勤した前後の 28 年３月１日から同年４月１日までの期間（申立期

間③）に係る厚生年金保険被保険者記録が無いので、調査の上、記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、Ａ社の申立人に係る社内歴において、昭和 14 年

４月１日に入社し、応召期間を経て、23 年１月１日に同社に復職している

旨の記載があることから、申立人は、当該期間において同社に継続して在籍



 

していたことが確認できる。 

また、Ｆ県が発行した申立人に係る軍歴証明書によると、申立人は、昭和

15 年２月 26 日から 22 年 11 月 22 日までの期間において、陸軍に応召して

いたことが確認できるところ、旧厚生年金保険法第 59条の２では、19年 10

月１日から 22 年５月２日までの期間に厚生年金保険被保険者が陸海軍に徴

集又は召集された期間については、その厚生年金保険料を被保険者及び事業

主共に全額を免除し、被保険者期間として算入する旨規定されている。 

したがって、申立人が陸軍に召集されていた期間については、仮に被保険

者としての届出が行われておらず、厚生年金保険法第 75 条の規定による、

時効によって消滅した保険料に係る期間であっても、年金額の計算の基礎と

なる被保険者期間とすべきであると考えられる。 

以上のことから、申立期間①のうち、昭和 21 年４月１日から 22年５月２

日までの期間については、申立人は厚生年金保険の被保険者であったとする

ことが妥当である。 

なお、当該期間に係る標準報酬月額については、厚生年金保険法及び船員

保険法の一部を改正する法律（昭和 44年法律第 78号）附則第３条の規定に

基づき、１万円とすることが妥当である。 

２ 次に、申立期間③については、上記の社内歴によると、申立人はＡ社に継

続して勤務（昭和 28 年３月 11 日に、同社Ｄ支店から同社Ｅ出張所に異動。

ただし、オンライン記録では、同社Ｄ支店において同月１日に資格を喪失し

同年４月１日に同社Ｂ支店にいて資格を取得した記録となっている。）し、

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、厚生年金保険被保険者資格取得日については、Ａ社の回答から昭和

28年３月１日とすることが妥当である。 

また、当該期間の標準報酬月額については、昭和 28 年４月の申立人のＡ

社Ｂ支店に係る社会保険事務所(当時)の記録から、8,000円とすることが妥

当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主は、納付を確認できる関連資料が保存されていない

ため不明であるとしており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は

無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に

対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

無いことから、行ったとは認められない。 

３ 一方、申立期間①のうち、昭和 22年５月３日から 23年１月１日までの期

間については、応召期間ではあるものの、旧厚生年金保険法第 59 条の２の

規定が適用されない期間である。 



 

また、申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを示す関連資料や周辺事情は見当たらない。 

さらに、申立期間②については、Ａ社の申立人に係る社内歴から、申立人

は、復職後の昭和 23年１月１日から 24 年 10 月 31日まで同社Ｃ出張所に勤

務していたことは確認できる。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ社Ｃ出張所が厚生年金保険の適用事

業所であったことは確認できない上、申立人が当該期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを示す関連資料や周辺事情

は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①のうち昭和 22 年

５月３日から 23 年１月１日までの期間及び申立期間②に係る厚生年金保険

料を、事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2178  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日

に係る記録を昭和 44 年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万

5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 44年７月 31日から同年８月１日まで 

私は、昭和 40年３月１日にＡ社に入社し、51年７月末に退職するまでの

間、継続して勤務していたが、同社から関連会社であったＣ社に異動となっ

た際の記録が44年７月31日に資格喪失し、同年８月１日に資格取得とされ、

厚生年金保険被保険者記録が１か月欠落していることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社からの回答及び当時の同僚の証言から判断すると、申立人はＡ社及び関

連会社であるＣ社に継続して勤務し（昭和 44 年８月１日にＡ社からＣ社へ異

動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る昭和 44 年

６月の社会保険事務所（当時）の記録から４万 5,000円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は当時の資料が無いため回答できないとしているが、事

業主が申立人に係る資格喪失届を昭和 44 年８月１日として届け出たにもかか

わらず、社会保険事務所がこれを同年７月 31 日と記録することは考え難いこ

とから、事業主が同日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係

る同年７月の保険料について納入の告知を行っておらず（その後に納付される

べき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立期間における保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

兵庫厚生年金 事案 2179  

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、昭和 44 年１月 30 日から同年 10 月１日までの期間につい

て、事業主は、申立人が主張する 44年 10月１日に、厚生年金保険被保険者の

資格を申立人が喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったこと

が認められることから、当該期間について厚生年金保険被保険者資格の喪失日

に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間に係る標準報酬月額については、昭和 44 年１月から同年４

月までの期間は２万 2,000円、同年５月から同年９月までの期間は３万 6,000

円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 43年１月から同年９月 30日まで 

         ② 昭和 44年１月 30日から同年 10月１日まで 

私は、Ａ専門学校に在学中だった昭和 43 年１月から同年９月まで、教材

の作成に携わりながら講師になるための指導を受け(申立期間①）、卒業直

後の同年 10月１日から翌 44年９月末までの１年間、講師として二つのクラ

スを受け持った(申立期間②)。 

ところが、年金記録によると、私のＡ専門学校における厚生年金保険被保

険者期間は、昭和 43 年 10 月 1日から 44 年 1 月 30日までの期間とされてお

り、加入期間の前後となる申立期間①及び②の期間の記録が欠落しているの

で、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②については、Ａ専門学校が作成、保管している社会保険台帳の

記録、雇用保険被保険者記録及び複数の同僚の証言により、申立人が当該事

業所に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により控除

されていたことが認められる。 

    また、申立人のＡ専門学校における厚生年金保険の被保険者資格喪失日は、

オンライン記録では昭和 44年１月 30日となっているものの、同校に係る健



 

康保険厚生年金保険被保険者名簿には同年９月 30 日と記載されている上、

同名簿の申立人に係る標準報酬月額の変せん欄には、同年５月に標準報酬月

額を改訂した記載があることが確認できる。 

    さらに、Ａ専門学校では、被保険者ごとに厚生年金被保険者台帳を作成し

て、同校の在職期間中の被保険者資格期間を管理しているところ、申立人の

同台帳によると、被保険者資格喪失日が、いったん昭和 44年９月 30日と記

載され、その後、同年 10 月１日に訂正されていることから、事業主は、申

立人の被保険者資格喪失日を 44 年９月 30 日として社会保険事務所(当時)

に届け出たものの、同年９月分の保険料を申立人の給与から控除していたこ

とから、同台帳の記録を同年 10月１日に訂正したものと推認できる。 

    加えて、上記台帳によると、元同僚３人についても、申立人と同様に、被

保険者資格喪失日を月末から翌月 1 日に訂正した記録が確認できるところ、

オンライン記録によると、当該元同僚３人の被保険者資格喪失日は、同台帳

訂正後の記録(1日)と一致しており、事業主は、同台帳訂正後の記録により

社会保険事務所に届け出たことが確認できることから、申立人の記録だけを

訂正前の日付(44年９月 30日)で届け出たとは考え難い。 

    これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 44年 10月 1日に

被保険者資格を喪失した旨を社会保険事務所に行ったことが認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、厚生年金保険被保険者名簿

及びＡ専門学校で作成された厚生年金被保険者台帳の記載から、昭和 44 年

１月から同年４月まで２万 2,000 円とし、同年５月から９月までを３万

6,000円とすることが妥当である。 

２ 一方、申立期間①については、複数の元同僚の証言から、申立人が当該期

間においてＡ専門学校に在籍していたことは確認できる。 

 しかし、申立人は、｢昭和 43 年１月から同年９月末までは在学中であり、

事業主から給与の支払いがあったかどうか、よくわからない。｣と供述して

いる。 

また、卒業後に講師として採用された複数の元同僚は、｢採用後は、教壇

に立つまでに見習期間があり、見習期間においては、まだ厚生年金保険に加

入していなかった。｣と証言している。 

 このほか、申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から厚

生年金保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2180  

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日は昭和 63 年７月１日であると認め

られることから、厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る記録を訂正するこ

とが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、15 万円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年７月１日から同年８月１日まで            

    昭和 63 年４月１日にＡ社に入社し、３か月の研修期間を終えた後、同年

７月１日からＢ支店に配属され、平成元年２月６月付けでＣ支店に転勤する

まで、継続して勤務していたにもかかわらず、入社３か月後に配属されたＢ

支店に係る厚生年金保険被保険者期間が欠落しているので、調査をお願いし

たい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録により、申立人が申立期間もＡ社に継続して勤務してい

たことが確認できる。 

また、企業年金連合会が保管している申立人に係る厚生年金基金の加入記録

によると、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日は、昭和 63 年７月１日と

記録されていることが確認できる上、申立人に係るオンライン記録と厚生年金

基金の加入員台帳の記録は、申立期間を除き、すべて一致しており、届出書が

複写式ではなかったとする事情も認められない。  

これらを総合的に判断すると、申立人が昭和 63 年７月１日にＡ社Ｂ支店に

おける厚生年金保険被保険者資格を取得した旨の届出を事業主が、社会保険事

務所（当時）に対して行ったことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、厚生年金基金の加入員台帳にお

ける申立人の昭和 63年７月の記録から、15 万円とすることが妥当である。 



 

兵庫厚生年金 事案 2181  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 20年４月１日から 21 年５月 12 日までの

期間について、船員保険の被保険者であったと認められることから、申立人の

Ａ社（現在は、Ｂ社）における被保険者記録のうち、申立期間①に係る資格喪

失日（20年４月１日）及び資格取得日（21年５月 12日）を取り消すことが必

要である。 

   なお、申立期間①の標準報酬月額については、厚生年金保険法及び船員保険

法の一部を改正する法律により、１万 2,000 円とすることが必要である。 

また、申立期間①のうち昭和 20年４月１日から同年６月 16日までの期間に

ついては、戦時加算該当期間とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 20年４月１日から 21年５月 12日まで 

             ② 昭和 27年５月 10日から同年６月 17日まで 

    私は、昭和 18 年６月から 39 年 10月まで、途切れることなく船員として

勤務していた。 

    昭和 20年４月にはＡ社で（申立期間①）、27年５月からはＣ社（現在は、

Ｄ社。申立期間②）で、それぞれ給料から船員保険料が控除されていたので、

船員保険被保険者期間に二つの空白期間があることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、オンライン記録によると、申立人は、Ａ社（当時

は、Ｅ社）において、昭和 18年６月 29日に船員保険の被保険者資格を取得

し、20年４月１日に同資格を喪失後、21年５月 12日に再度同資格を取得し

ており、20 年４月１日から 21 年５月 12 日までの船員保険被保険者記録が

無いことが確認できる。 

しかし、申立人は、乗船していたＡ社のＦ丸が昭和 20 年＊月＊日に触雷

沈没に至った経緯、沈没した場所、治療のため入院し、退院後は自宅待機に

至った経緯など、当時の状況を詳細に記憶していることから、申立期間①の



 

うち 20年＊月＊日までの期間は、Ｆ丸に乗船していたことが推認できる。 

また、船員保険被保険者台帳（旧台帳）によると、申立人が昭和 21 年５

月 12 日に船員保険被保険者資格を再度取得したことの記載が無い上、日本

年金機構は、「Ａ社（Ｆ丸）に係る船員保険被保険者名簿において、申立人

が同日に同資格を取得した記録は確認できず、オンライン記録における当該

資格取得日の根拠は不明である。」と回答している。 

さらに、オンライン記録及びＡ社（Ｆ丸）に係る船員保険被保険者名簿で

確認できる申立人の船員保険被保険者資格喪失日が昭和 20 年４月１日とさ

れていることについては、ⅰ）厚生省援護局（当時）が発行した陸軍徴傭船

舶行動調書によると、同年４月１日は、申立人が乗船していたＦ丸がＧ地に

到着した日とされていることが確認でき、沈没したのは同年＊月＊日である

こと、ⅱ）Ａ社小史によると、Ｆ丸の沈没と共に船員８人が戦死したことが

確認できるが、上記被保険者名簿によると、当該８人のうち６人についても、

同資格喪失日は同年４月１日となっていること、ⅲ）調査した範囲では、少

なくとも４人の被保険者について、上記被保険者名簿では同年４月１日に同

資格を喪失していることが確認できるものの、船員保険被保険者台帳（旧台

帳）では同日以降も船員保険被保険者記録が継続していることが確認できる

ことから、事実を反映していない記録であると考えられる。 

加えて、申立期間①始期の昭和 20 年４月１日から、船員保険制度上、予

備船員（船舶に乗り組むために雇用されているが、船内で使用されていない

者）は船員保険被保険者とされているところ、Ｂ社は、「申立人の申立期間

前後の船員保険記録が当社で確認できることから、申立人は、申立期間につ

いても、船員保険に加入していたと思う。」と証言している。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において適切な記

録管理が行われていなかったと考えられ、申立人については、Ａ社において、

昭和 20 年４月１日から 21 年５月 12 日までの期間について船員保険の被保

険者であったと認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、国民年金法等の一部を改正

する法律（昭和 60 年法律第 34 号）附則第 53 条に基づき、１万 2,000 円と

することが妥当である。 

なお、戦時加算該当船舶名簿によると、Ｆ丸は、昭和 19 年３月１日から

20年６月 16日まで戦時加算区域航行期間であることが確認できることから、

同年４月１日から同年６月 16 日までは、戦時加算該当期間とすることが必

要である。 

  ２ 申立期間②については、Ｄ社が提出した申立人に係る船員異動履歴簿によ

ると、申立人は、申立期間②終期の昭和 27年６月 17日に同社に雇い入れら

れていることが確認できる上、同社は、「雇用期間は、船員保険被保険者期

間と同一である。」と回答している。 



 

    また、オンライン記録によると、Ｃ社における船員保険被保険者記録が確

認できる元従業員８人に照会したところ、回答があった５人全員が、「在籍

期間と船員保険被保険者期間は一致する。」と回答している。 

    このほか、申立人が申立期間②に係る船員保険料を船舶所有者により給与

から控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から船

員保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が船員保険被保険者として申立期間②に係る船員保険料を船舶

所有者により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2182  

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 44 年４月１日に厚生年金保険被保険者の資格を取

得し、48年６月 21日に喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行

ったことが認められることから、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格取得

日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 44 年４月から同年９月ま

では２万 4,000円、同年 10月から 45年３月までは２万 8,000円、同年４月か

ら同年９月までは３万 3,000 円、同年 10 月から 46 年３月までは３万 6,000

円、同年４月から 47年４月までは４万 2,000 円、同年５月から 48年２月まで

は５万 2,000円、同年３月から同年５月までは６万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44年４月１日から 48年６月 21 日まで 

私は、昭和 44 年４月１日から 48 年６月 20日までの間、Ａ社において継

続して勤務していたと記憶しているにもかかわらず、厚生年金保険の加入記

録が全て欠落していることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管する人事名簿によると、申立人は、昭和 44 年４月１日に採用さ

れ、48年６月 20日に退職したことが確認できる上、雇用保険の被保険者記録

によると、申立期間について被保険者記録が確認できる。 

また、Ａ社が保管する健康保険厚生年金保険資格取得確認通知書及び同資格

喪失確認通知書によると、申立人は、昭和 44 年４月１日に同社において被保

険者資格を取得し、48年６月 21日に退職により同資格を喪失していることが

確認できる。 

さらに、上記の通知書において、申立人は健康保険の番号＊で厚生年金保険

被保険者資格を取得しているところ、健保記号番号順索引簿によると、同番号

が欠番となっていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人に係る年金記録の管理は適切であった



 

とは認められず、事業主は、申立人が昭和 44 年４月１日に厚生年金保険被保

険者の資格を取得し、48年６月 21日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険

事務所に対し行ったことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、上記の健康保険厚生年金保険資

格取得確認通知書及び同資格喪失確認通知書並びに同期入社の同年代の同職

種の元従業員の記録から、昭和 44 年４月から同年９月までは２万 4,000 円、

同年 10月から 45年３月までは２万 8,000円、同年４月から同年９月までは３

万 3,000 円、同年 10 月から 46 年３月までは３万 6,000 円、同年４月から 47

年４月までは４万 2,000 円、同年５月から 48 年２月までは５万 2,000 円、同

年３月から同年５月までは６万円とすることが妥当である。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2183  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 20年７月 29 日から 22 年５月１日までの

期間において船員保険の被保険者であったと認められることから、申立人のＡ

社における資格取得日に係る記録を 20年７月 29日、資格喪失日に係る記録を

22 年５月１日とし、当該期間の標準報酬月額を 260 円とすることが必要であ

る。 

   

第２ 申立人の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年３月１日から 22年８月 31日まで 

亡き夫は、昭和 19年３月１日から 22年８月 31日まで、Ａ社で船員とし

て勤務していたと生前話していた。船員保険記録が無いので調査願いたい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、昭和 20 年７月 29 日から 22 年５月１日までの期間につい

て、申立人の元同僚の二人は、「20 年４月５日にＡ社所有のＢ丸に申立人と

乗船して、Ｃ地を出港し、同年７月ごろＣ地からＤ地方面に航行中、申立人は

爆弾が投下されるのを怖がっていた。同船は、その後Ｅ事業所で荷物を積み込

み、同月 28 日にＣ地に帰港し、Ｆ地に行く予定であったが、Ｇ地に潜水艦が

出たため、出航できずに同年９月ごろまでＣ地に停泊したままとなった。」と

証言しており、申立人の妻も、「戦争中、Ｈ地あたりを航行している時に、爆

弾が多数落ちてきて怖かったと亡き夫が話していた。」と供述していることか

ら、申立人は、同年４月５日から同年９月ごろまでＢ丸に乗船していたことが

うかがえるところ、申立人は同年＊月＊日で 15 歳に達しており、当時の船員

法によると 15 歳に達した日から船員となることができたとされ、申立人は同

日に船員となることが可能であったことが推認できる。 

また、Ａ社に係る船員保険被保険者名簿（以下「被保険者名簿」という。）

によると、被保険者名、生年月日、昭和５年＊月＊日、職務、甲員、給料 150、

準給料 110、計 260、標準報酬等級９の記載が確認できるものの、資格取得日、

資格喪失日及び備考欄は空白となっている。 



 

一方、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）によると、Ａ社、

職務、甲、標準報酬 260、変更欄 21.４.１の記載が確認できる。 

さらに、Ｂ丸の船長及び機関長のＡ社に係る被保険者名簿には資格取得日の

記載は無いものの、資格喪失日は昭和 22 年５月１日と記載されており、船長

のオンライン記録及び機関長の旧台帳における資格喪失日も同日であること

が確認できる上、船長の上記被保険者名簿における備考欄及び機関長の旧台帳

における変更欄には、申立人の記録と同様に 21.４.１の記載が確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立期間のうち、昭和 20 年７月 29 日から

22 年５月１日までの期間については、申立人は、船員保険の被保険者であっ

たことが認められる。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、Ａ社に係る被保険者名簿および

申立人の旧台帳の記録から 260円とすることが妥当である。 

   一方、申立期間のうち、昭和 19年３月１日から 20年＊月＊日までの期間に

ついて、申立人は 15 歳に達しておらず、年少船員の就業制限により船員とし

て使用してはならない期間であり、船員保険被保険者であったとは認められな

い。 

   また、昭和 22年５月 1日から同年８月 31日までの期間について、Ｂ丸の船

長及び機関長のＡ社に係る被保険者名簿における資格喪失日が同年５月１日

であることから、申立人は、同船を同日に下船したことがうかがえる上、申立

人が他の船舶に乗船したことを示す証言や証拠も得られないことから、申立人

が船員保険被保険者として、当該期間に係る船員保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2184  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 22年５月 16日から同年９月１日までの期

間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場における資格取得日

に係る記録を 22年５月 16日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 600円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和 24年４月 20日から同年５月１日ま

での期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社Ｃ工場における資格喪失日に係る記録

を 24 年５月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 8,100 円とすることが

必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21年 10月１日から 22年９月１日まで 

             ② 昭和 24年４月 20日から同年５月１日まで 

    Ａ社Ｃ工場に入社以来、途中で退職したことはないので、調査の上、記録

の訂正を願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間①について、Ａ社Ｃ工場に勤務していた。」と主張して

いるところ、Ｂ社が保管する申立人に係る労働者名簿によると、申立人は、昭

和 21年 11月１日にＡ社Ｃ工場に臨時員として入社し、22年５月 16日に正社

員として引き続き雇入れられたことが確認できる。 

また、Ｂ社は、「臨時員については、厚生年金保険の加入は無かったと思う

が、正社員については、雇入れ日直後から同保険に加入していたと思う。申立

人の労働者名簿において、正社員としての雇入れ日が昭和 22年５月 16日にな

っており、申立人についても同日から正社員としての取扱いが行われていたと

思う。」と回答している。 

さらに、Ａ社Ｃ工場及び同社Ｄ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名



 

簿により、申立期間に厚生年金保険被保険者資格の確認ができた元同僚二人に

申立人の勤務実態について照会したところ、そのうちの一人は、「申立人に記

憶がある。私の下で働いていた。申立人はアルバイトや短時間勤務のような働

き方ではなかった。」と証言しており、他の一人は、「申立人に記憶がある。私

自身も８か月間の空白があるが、この期間は臨時員としての雇用期間であった

と思う。」と証言している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、Ａ社Ｃ工場において正社員として

雇入れられた昭和 22年５月 16日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、同

月から同年８月までの厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たものと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ工場における昭

和 22 年９月の社会保険事務所（当時）の記録から、600 円とすることが妥当

である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ｂ社は、「申立人の労働者名簿において、雇入れ日が昭和 22 年５月 16

日になっているが、厚生年金保険被保険者の資格取得の届出を行っていないと

思う。」と回答していることから、社会保険事務所は、申立人に係る同年５月

から同年８月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申

立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②について、Ｂ社が保管する労働者名簿及び元同僚の証言から判断

すると、申立人はＡ社に継続して勤務し（同社Ｃ工場から同社Ｄ工場に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

なお、異動日については、Ｂ社は、「現在の給与の締切日は月末である。」と

証言しているところ、申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者台帳（旧台

帳）及び申立人のＡ社に係る同被保険者名簿によると、申立人は、昭和 29 年

８月１日にＡ社Ｄ工場において厚生年金保険被保険者資格を喪失し、同日に同

社Ｅ販売所において同資格を再取得していることが確認でき、当該事業所は、

異動日について、当時においても給与の締切日にあわせて１日付けとしていた

ものと推認できることから、申立人の同社Ｃ工場における同資格喪失日を同年

５月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ工場における昭

和 24年３月の社会保険事務所の記録から、8,100円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は不明であるとしており、このほかに確認できる関連資

料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2185  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪

失日に係る記録を昭和 49 年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を７

万 2,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年２月 28日から同年３月１日まで 

申立期間は、Ａ社から同社Ｃ工場に転勤した期間であり、私は継続して勤

務し、厚生年金保険にも加入しているはずなので調査してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

  Ｂ社の人事記録、雇用保険被保険者記録、Ｂ社健康保険組合の記録及び元同

僚の証言から判断すると、申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和 49 年３月１

日に同社から同社Ｃ工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 49

年１月の社会保険事務所（当時）の記録から、７万 2,000円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明であるとしているが、事業主が資格喪失日を昭和 49 年３月１日と届

け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年２月 28 日と誤って記録

することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結

果、社会保険事務所は、申立人に係る同年２月分の厚生年金保険料について納

入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その

後に納付される保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）事

業主は、これを履行していないと認められる。 



 

兵庫厚生年金 事案 2186  

 

第１ 委員会の結論 

申立期間については、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日は

昭和 44年５月 21日と認められることから、資格喪失日に係る記録を訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年４月 21日から同年５月 21日まで 

私は、Ａ社に入社し、その後、同社Ｃ事業部に異動になった。継続して勤

務していたのに年金記録では昭和 44 年４月 21 日から同年５月 21 日までの

期間が空白となっているので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  Ｂ社が保管する「辞令簿」、複数の元同僚の証言、申立人が申立期間後に勤

務したＤ事業所が保管する申立人に係る「履歴書」（昭和 44年６月６日現在）

及びＡ社Ｃ事業部が発行した「給与証明書」により、申立人がＡ社に継続して

勤務（同社から同社Ｃ事業部に異動）していたことが確認できる。 

  なお、異動日については、上記「辞令簿」によると、「昭和 44 年５月８日

発令、Ｃ事業部勤務を命ずる。」との記載が確認できるものの、Ａ社及び同社

Ｃ事業部に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票のそれぞれ前後

10人（合計 20人）のオンライン記録を確認したところ、ⅰ）申立人と同様に

同時期にＡ社から同社Ｃ事業部へ異動となった者の年金記録は昭和 44 年５月

21 日付けの資格取得及び喪失であること、ⅱ）同時期に同社Ｅ工場から同社

Ｃ事業部へ異動となった者の年金記録は同日付けの資格取得及び喪失である

ことがそれぞれ確認できる上、同社に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保

険者原票によると、健康保険証の返納日は同年５月 31 日及び進達日は同年６

月３日であることが確認でき、申立人に係る同年４月 21 日資格喪失の処理が

約１か月後に行われたことがうかがえることから、同年５月 21 日とすること

が妥当である。 



 

兵庫厚生年金 事案 2187  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ社（現在は、Ｂ社）における資格取得日

に係る記録を昭和 44 年６月 30 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万

4,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年６月 30日から同年７月１日まで 

    私は、昭和 42年 4月 1日にＡ社に入社し、会社は、平成 16年にＢ社に社

名変更をしたが、一度も退職すること無く、現在に至っており、会社も在籍

を証明している。しかし、その間の異動時に厚生年金保険被保険者期間が 1

か月間欠落しており、会社の事務手続きの間違いではないかと思われるので、

調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された申立人に係る在籍証明書及び従業員基本情報並びに雇

用保険の記録から判断すると、申立人はＡ社に継続して勤務し（昭和 44 年６

月 30 日に同社Ｃ出張所から同社本社へ異動。）、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る昭和 44 年

７月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万 4,000円とすることが妥当で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は不明であるとしており、このほかに確認できる関連資

料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2188  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 41年 10月 21日から同年 11月１日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における厚生年金保険被保険者資格の

取得日に係る記録を 41 年 10月 21 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を２

万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履 

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33年８月 18日から 34年２月 20日まで   

             ② 昭和 41年 10月 21日から同年 11月１日まで          

    申立期間①については、お盆明けの昭和 33年８月 18日から勤務したにも

かかわらず、社会保険の加入日が 34年２月 20日となっており、勤務した期

間なのに厚生年金保険の記録が無いので調査してほしい。 

    申立期間②については、転勤はあったものの、昭和 34 年６月から定年ま

で同一事業所で継続して勤務していたにもかかわらず、途中退職し、国民年

金に加入している記録となっており、実際の勤務状況と異なるので調査して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、雇用保険の記録、Ａ社の保管する申立人に係る人事

記録及び同社の回答から判断すると、申立人は同社に継続して勤務し（同社本

社から同社Ｂ工場に異動）、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたものと認められる。 

なお、異動日については、申立期間②に申立人を含む 15 人が、Ａ社本社か

ら同社Ｂ工場へ転勤し、申立人と同様、当該期間に係る厚生年金保険被保険者

記録が欠落していることが確認できるところ、別の同社工場からＢ工場へ転勤

した二人は、昭和 41 年 10月 21 日付けで被保険者資格の喪失及び取得の手続



 

きが行われ、記録の欠落が無いことから判断すると、同日とすることが妥当で

ある。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場における

昭和 41年 11月の社会保険事務所（当時）の記録から２万 8,000円とすること

が妥当である。 

なお、申立期間②に係る事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険

事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間①については、申立人は「昭和 38年８月 18日からＣ社で勤

務した。」と主張しているが、同社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっている上、申立期間①において、同社に係る被保険者資格を有する元従業

員のうち、連絡先の判明した３人に照会したところ、唯一、回答のあった一人

は、申立人を記憶しておらず、申立人の勤務実態を確認できない。 

また、申立期間①当時にＣ社で社会保険関係手続及び給与計算を担当してい

たとする元従業員は、「厚生年金保険の加入手続をしていない者の給与から、

保険料は控除しないと思う。」と回答している。 

このほか、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2189  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格取得日に係る記録

を昭和 46年８月 11日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を５万 2,000円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 46年８月 11日から同年９月 11 日まで 

私は、昭和 46 年４月１日にＡ社に入社し、平成 13 年３月 31 日に退職す

るまでの間、継続して勤務していたにもかかわらず、申立期間の厚生年金保

険被保険者記録が欠落していることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管する人事カード及び雇用保険の被保険者記録から判断すると、申

立人は同社において継続して勤務し（昭和 46 年８月 11日に同社研究所から同

社Ｂ工場へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場に係る昭和

46 年９月の社会保険事務所（当時）の記録から、５万 2,000 円とすることが

妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は、資格取得日を誤って届け出たとしており、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る昭和 46 年８月の厚生年金保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

兵庫国民年金 事案 1844 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 56 年９月から 57 年３月までの期間及び 61 年４月の国民年金

保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 56年９月から 57年３月まで 

             ② 昭和 61年４月 

    私の母親は、国民年金制度発足時に加入しなかったことを後悔し、私に対

し、年金の大切さをよく口にしていた。その母親の言葉に従い、大学卒業後

に勤務したＡ事業所を退職した昭和 56 年６月に、Ｂ市役所で国民年金の加

入手続を行ったところ、すぐにＣ事業所に臨時職員として従事することとな

り、その旨を同市に伝えたが、その時に発行された旧姓名の年金手帳が私の

手元に残り、その職を辞した同年９月に再び手続を行い、57 年３月まで保

険料を金融機関で納付し続けた。また、61 年３月末に、結婚のためにＤ事

業所を退職したが、結婚予定がその年の５月であったため、その前月の４月

にＢ市役所で改めて手続を行い、同月分の保険料を庁舎内の金融機関で納付

した。私には、母親の年金に対する思いが染みついていたので、手続を怠る

ことはなかったのに、結婚前の国民年金保険料の納付記録が無いことを知っ

て驚いた。旧姓名の年金手帳は、住所変更を届けるために出向いた時に、現

在所持している年金手帳にまとめるとの理由で回収されてしまい、所持して

いないことが悔やまれるが、私の結婚前の年金記録を調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、Ｃ事業所の共済組合員資格を喪失したと主

張する昭和 56年９月ごろに、新たに国民年金に加入し、その後、57年３月ま

で保険料を金融機関で納付していたと主張しているが、国民年金手帳記号番号

払出簿によると、申立人の同手帳記号番号は、第３号被保険者となった 61 年

６月に払い出されていることが確認でき、このころに加入手続が行われたもの



 

と推認されることから、当該期間は、時効により保険料を納付できない期間と

なる。 

また、オンライン記録によると、申立期間①について、平成２年 11 月に国

民年金の未加入期間から未納期間に記録訂正されていることが確認でき、申立

人は、この時点まで国民年金被保険者として認識されておらず、当該期間に納

付書が発行されることはなかったことから、申立人が保険料を納付したとは考

え難い。 

さらに、申立期間②である昭和 61 年４月については、オンライン記録及び

申立人が所持する年金手帳の記載によると、申立人は、平成２年９月に記録訂

正が行われるまで、当該期間に第３号被保険者として認識されていたことが確

認できることから、申立人に対して第１号被保険者として 61 年４月分の納付

書が発行されることはなく、申立人が保険料を納付したとは考え難い。 

加えて、申立期間①及び②について、上記とは別の国民年金手帳記号番号が

申立人に対し払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人

が当該期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の国民年金保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

      これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1845 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和62年３月から63年８月までの期間及び平成４年４月から同年

７月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 62年３月から 63年８月まで 

             ② 平成４年４月から同年７月まで 

申立期間の国民年金保険料は父親がさかのぼって納付してくれたはずな

のに、２年近くも未納期間があるとされており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の父親が申立人の国民年金保険料をさかのぼって納付した

ので未納期間は無いと主張しているが、国民年金手帳記号番号払出簿によると、

申立人の国民年金手帳記号番号は平成８年３月に払い出されていることが確

認できるところ、その時点では申立期間①及び②の国民年金保険料は時効によ

り納付できない期間である上、それ以前に上記とは別の同手帳記号番号が払い

出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、オンライン記録によると、申立期間①及び②の前後の厚生年金保険被

保険者及び共済組合員の資格取得に伴う国民年金の資格記録は、平成８年４月

17 日に記録追加されていることが確認できることから、申立人が、申立期間

当時に国民年金に係る各種届出を行っていなかったものと推認される。 

さらに、申立人及びその父親には、申立期間の国民年金保険料の納付につい

て具体的な記憶は無い上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

兵庫国民年金 事案 1846 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成９年５月から同年８月までの国民年金保険料については、重複

して納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年５月から同年８月まで 

 平成９年に、Ａ市役所Ｂ支所で国民年金の加入手続を行なった際、国民年

金保険料をさかのぼって納付すると年金額が増えると説明を受け、遅れなが

ら保険料を納付してきた。 

 平成９年４月から同年８月までの追納保険料については納付書が２枚ず

つ発行されていたため、同期間の保険料を納付後の 11年 10月に９年４月分

を郵便局で重複納付し、その後、同年５月から同年８月までの分の保険料を

Ｂ支所窓口で重複納付してしまった。 

 平成９年４月分については重複納付した保険料を還付してもらったが、同

年５月から同年８月までの分の保険料については、重複納付した記録が無い

という理由で、重複して保険料を納付したことを認めてもらえなかった。９

年５月から同年８月までの領収書には手書きの「済」の記載や「済」の押印

があるのに、保険料を重複納付していないとされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する、発行年月日が平成 11年４月 26日の領収書と発行年月日

が同年５月 14日の領収書によると、申立人は、同年４月 26日に発行された納

付書で、９年４月から同年８月までの５か月分の追納保険料（以下「保険料」

という。）を、11年５月から同年９月までの間に郵便局で５回に分けて納付し

た上で、同年５月 14 日に発行された納付書により、９年４月の保険料を 11

年 10月 13日に郵便局で納付していることが確認できる。 

一方、申立期間に係る平成 11年５月 14日発行の領収済通知書には、欄外に

「済」という文字が押印又は手書されていることが確認できるが、領収日付印

の欄に領収印が無いことが確認できることから、この領収済通知書をもって、



 

申立期間の国民年金保険料を重複して納付していたものと考えるのは困難で

ある。 

また、申立人は、申立期間の保険料をＡ市役所Ｂ支所で納付したとしている

が、上記「済」という文字が押印又は手書きされている申立期間に係る平成

11 年５月 14 日発行の領収済通知書には、保険料の納付場所は、「日本銀行本

店、支店、代理店又は歳入代理店、郵便局、Ｃ社会保険事務所」と記載されて

おり、市役所及びその支所は納付場所に含まれていないことが確認できる上、

Ａ市によると、追納保険料は国庫金となるため市役所及び支所で取り扱わなか

ったとしている。 

さらに、上記「済」という文字が押印または手書きされている領収済通知書

以外に、申立人が申立期間の国民年金保険料を重複して納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険

料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を重複して納付していたものと認め

ることはできない。 



 

兵庫国民年金 事案 1847（愛知国民年金 事案 817の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57 年 12 月から 58 年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年 12月から 58年５月まで 

昭和 57年 12月に会社を退職する際、総務の担当者から退職後の手続につ

いて１時間ほど説明を受けたので、退職後、直ちにＡ市役所Ｂ支所で国民年

金の手続を行った。その際、健康保険の任意継続も考慮したが、結局、国民

健康保険にも加入した。最初は同支所で保険料を支払い、２回目以降は国民

年金保険料と国民健康保険料との合算額を集金人に支払っていたが、同時に

国民健康保険料の減額申請を行った記憶がある。58年６月に就職が決まり、

その年の年末調整時に国民年金保険料と国民健康保険料の税額控除につい

て申告し、市民税についても申告できないか照会したところ、担当者から、

それはできないと言われたことを記憶している。 

今回の申立てでは、昭和 62 年２月から平成元年６月までの期間は申し立

てないこととし、記憶がはっきりしている期間のみ申し立てることにしたの

で、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人に対して国民年金手帳記号番

号が払い出された記録は無く、申立人が初めて国民年金の加入手続を行ったの

は、基礎年金番号制度が創設された平成９年１月以降で、Ｂ県Ｃ町に居住して

いた時期であることが推認できること、ⅱ）申立期間は、加入手続が行われた

後の９年３月５日に、国民年金資格期間として追加入力されていることから、

それ以前は未加入期間とされていたことになり、加入手続の時点では、申立期

間の保険料は時効により納付できないことになること、ⅲ）申立期間について、

申立人が国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料は無いことなど

により、年金記録確認愛知地方第三者委員会の決定に基づき、平成 20 年 12



 

月 10日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

申立人は、今回、申立期間の国民年金保険料の納付をうかがわせる新たな周

辺事情として、昭和 57年 12月に会社を退職した後、Ａ市役所で国民年金と国

民健康保険に加入し、その際、国民健康保険料の減免措置を申し出た記憶があ

るとして再申し立てしているが、Ａ市によると、申立人は申立期間以後に同市

から転出しているため、申立人に係る国民健康保険の記録は確認できないとし

ており、国民健康保険への加入や保険料減免の申出についても確認できない上、

申立人の国民年金に関する記録が存在しないため、同市において国民年金の手

続を行った形跡は無いとしている。 

また、申立人は、申立期間において、自宅を訪れるＡ市の集金人に対して、

国民年金保険料と国民健康保険料を合算し、毎月、同じ金額を納付していたと

しているが、当時のＡ市では、国民健康保険料を毎月徴収し、国民年金保険料

は３か月ごとに徴収しており、これらを合算して集金人に納付する場合、保険

料額は毎月同額とはならないことから、納付に関する申立人の記憶は当時の制

度内容と符合しない。 

これらのことから、申立人の今回の主張は、委員会の当初の決定を変更すべ

き新たな事情とは認められず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新

なたな事情も見当たらないことから、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認めることはできない。 

 



 

兵庫国民年金 事案 1848 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38 年７月から 49 年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38月７月から 49年 12 月まで 

昭和 38 年４月に結婚し、夫と義母のところに集金に来ていたＡ市の女性

職員から、「奥さんも国民年金に加入するように。」と勧められた。夫から

も、一緒に加入しておくように言われたので、２、３か月後から、私が３人

分の国民年金保険料を毎月支払ってきた。 

ねんきん特別便が郵送され、夫の国民年金記録と全く違っていたので驚い

た。現在の記録に納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金被保険者原票及び申立人が所持する国民年金手帳（昭和

50 年２月 10 日発行）から、申立人は同年１月 10 日に任意加入として被保険

者資格を取得していることが確認でき、当該時点で申立期間は未加入期間とな

り、制度上、保険料を納付することができない。 

また、申立人は、昭和 38 年４月の婚姻後、申立人の夫及びその義母の国民

年金保険料の集金に来ていたＡ市職員に勧められ、その２、３か月後に国民年

金に加入したとしているが、申立人は申立期間以降に転居しておらず、現在所

持している国民年金手帳以外の手帳を所持していたとする記憶も無いことか

ら、申立人に対して、申立期間に係る上記とは別の国民年金手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

さらに、申立人が一緒に国民年金保険料を払っていたとする申立人の夫及び

その義母については、Ａ市の国民年金収滞納一覧表が昭和 45 年度から保管さ

れているものの、申立人の同収滞納一覧については 49 年度以降しか存在して

おらず、被保険者資格の取得年月日欄には、昭和 50年１月 10日に任意加入と



 

記録されており、オンライン記録と一致している。 

加えて、申立人は、申立期間にＡ市の集金人が毎月集金に訪れていたとして

いるところ、申立期間は３か月に一回の期別収納であり、申立人の記憶と相違

している。 

そのほか、申立人は、申立期間に係る集金人による国民年金保険料の領収方

法について具体的な記憶が無い上、申立人が当該期間に係る保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1849 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 14 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14年４月から同年６月まで 

    平成 13 年度から専門学校の学生となり、学生特例納付制度を活用してい

たが、14年度の手続の通知が来てもなかなか手続に行けず、平成 14年６月

か７月ごろ自宅のポストに「国民年金の件で伺いましたが留守なので後日伺

います。」と連絡メモが入っていた。その数日後の正午ごろに、中年男性が

自宅に来て、「14年の４月から６月分の保険料、１万 3,300円の３か月分が

未納となっているので納めてください。」と言われ、対応した母が保険料を

支払うと、持っていた機械を操作して領収書を渡され、「７月分からは学生

納付特例を受けられるので、手続すればいいです。」と言われた。その後の

年金問題で社会保険事務所（当時）に行き、記録照会をしたところ当該期間

が未納となっていることが分かり、相談したところ、相談員から「そのころ

はパソコン管理している時代なので間違いは無い。」と言われたが、その帰

りに会った友人が、持っていた領収書で記録が訂正されたことを知り、相談

員の言葉に矛盾を感じた。調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 14 年６月又は同年７月ごろに国民年金保険料の徴収人が自

宅を訪問し、申立期間の保険料を徴収した際、携行していた機械に入力を行い、

領収書を発行したとしており、金銭登録機の使用をうかがわせる内容を供述し

ているところ、Ａ年金事務所によれば、保管する現金出納簿の納付方法の履歴

及び当時の事情を知る職員の証言から、Ａ社会保険事務所（当時）管内におい

て、金銭登録機の使用を開始したのは平成 15 年９月ごろであったとしている

ため、申立内容と符合しない。 

また、申立人のオンライン記録によると、平成 17年７月 19日以降について



 

は、戸別訪問による国民年金保険料の納付督励事蹟
じ せ き

が確認できるが、申立期間

における納付督励事蹟は無く、申立期間に戸別訪問を行った形跡も確認できな

い。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付した時の状況について、申立人は

対応した母親から聞き取った伝聞を基に申し立てており、申立人自身は直接関

与していない。 

このほか、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1850 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43 年 11 月から 50 年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年 11月から 50年８月まで 

昭和 43年 11月に夫が会社を退職し、自営業を始めたので、私たち夫婦の

当時の生活は楽ではなかったが、老後の生活を安定させることを考えて、Ａ

市役所で国民年金に加入した。当時の保険料は、同市役所の女性の集金人が

自宅を訪問し収納しており、保険料を納めて世間話をしたことを記憶してい

る。 

ねんきん特別便で記録を調べたところ、昭和 43年 11月以降の、夫婦で保

険料を納めていた期間が空白であるとされていることが分かった。私は、夫

が会社を退職してすぐに国民年金に加入し、夫婦の保険料を集金人に納付し

ていたのに、記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 43年 11月ごろ、夫が自営業を開始したことを契機に夫婦の

国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を集金人に納付したと主張してい

るが、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人及びその夫の国民年金手

帳記号番号は、50年 10月ごろに夫婦連番で払い出されていることが確認でき、

申立人が主張する加入時期と相違する上、43 年ごろに、上記とは別の同手帳

記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、申立期間は 82 か月と長期間であり、国民年金保険料の納付記録が、

夫婦共に長期間にわたり欠落するとも考え難い。 

さらに、申立人からは、申立期間当時の国民年金手帳や保険料納付について

具体的な状況を聞き取ることができない上、申立人が申立期間に係る国民年金

保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、

ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当



 

たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること  

はできない。 

 



 

兵庫国民年金 事案 1851 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38 年 11 月から 43 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年 11月から 43年３月まで 

私は、平成 16 年に、社会保険事務所（当時）で年金裁定請求の相談をし

たところ、結婚前に国民年金保険料を納めていた記録が無いことが分かった。 

しかし、私は、結婚前、母に勧められて国民年金に加入し、昭和 38 年 11

月から 43 年３月までの間は自宅に来ていた集金人に、母に頼み保険料を支

払ってもらっていた。結婚後の 48年に夫と共に国民年金に加入したところ、

新しくもらった手帳の番号と結婚前の手帳の番号が違うことに気が付き、市

役所に問い合わせたが、「すでに一つになっているので、もういい。」と言わ

れ、記録は統合されていると思っていたのに、納付記録が無いことに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間中に国民年金の加入手続を行ったとしているところ、国

民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の旧姓名と同姓名及び同生年月日

の者に国民年金手帳記号番号が昭和42年５月24日に払い出されているものの、

同名簿の保管区分欄に「不在」、「取消」の印が確認できることから、当該記号

番号は住所不明の不在被保険者として管理され、かつ保険料納付済期間及び免

除期間を全く有していなかったため、２年経過後に取消されたものと考えるの

が自然である。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料は申立人の母親に納付してもら

い、年金手帳に領収書を貼
は

り保管していたとしているところ、Ａ市によると、

申立期間の同保険料は領収書を発行しない印紙検認方式により収納していた

としており、申立人の記憶と相違している。 

さらに、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、預金通帳等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



 

兵庫国民年金 事案 1852 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年 12 月から 46 年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年 12月から 46年 12 月まで 

    私は、昭和 46年５月にＡ市からＢ市に引っ越して１年間生活していたが、

その時にＡ市に住む実家の母から未納であった国民年金の納付書が送られ

てきて、同年にＢ市役所で一括で納めた。当時の給料では支出するのが大変

だったが、納めておかなければいけないと思い、納付したことを今でも記憶

している。納付書はＡ市に住んでいた時のもので、旧姓の名義だったと思う。

何か月分納めたかは記憶していないが、確かに納めたので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ市の国民年金被保険者名簿、国民年金被保険者原票及び申立人が所持する

国民年金手帳によると、申立人は、昭和 47 年１月１日に被保険者資格を取得

していることが確認でき、申立期間に被保険者資格は無く、未加入期間となる

ため、制度上、当該期間に納付書が発行されることはなく、保険料を納付でき

ない期間となる。 

また、申立人及びその母親は、申立人が婚姻前の旧姓の時期にＡ市で発行さ

れた納付書により、申立期間の国民年金保険料を納付していたと主張している

が、申立人の旧姓名について、複数の読み名で検索するものの、上記とは別の

国民年金手帳記号番号が払い出されたことを確認することができない上、同市

によると、納付書による納付を開始した時期は昭和 47年４月以降としており、

申立内容と符合しない。 

このほか、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に判断



 

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



 

兵庫国民年金 事案 1853 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62 年４月から同年７月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年４月から同年７月まで 

私の国民年金については、国民年金保険料の免除申請を行うまでの加入

期間は、父親が未納無く保険料を納付してくれていたはずである。ところ

が、自宅に送られてきたねんきん特別便を見ると、大学を卒業してから会

社勤めするまでの期間の記録が無いことが分かり納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、大学卒業後の昭和 62 年ごろ、国民年金の加入手続を自ら行った

と主張しているが、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金

手帳記号番号は、平成元年10月24日に払い出されていることが確認できる上、

それ以前に上記とは別の同手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる

事情は見当たらない。 

また、Ａ市の国民年金被保険者名簿によると、申立人が初めて国民年金の資

格を取得した年月日は昭和63年１月21日と記録されていることが確認できる

上、払出時点において時効期限内で納付が可能であった同年１月から平成元年

３月までの国民年金保険料を２年３月 30 日に過年度納付していることが確認

できることから、申立期間は、上記国民年金の加入手続を行った時点において、

時効により保険料を納付することができなかったものと推認される。 

さらに、申立期間の国民年金保険料の納付については、申立人は関与してお

らず、申立期間の保険料を納付してくれたとする申立人の父親は既に死亡して

いるため、申立期間当時の具体的な納付状況について確認することができない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2190（事案 176の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32年４月１日から 33年５月１日まで  

              ② 昭和 34年３月１日から同年５月 15日まで 

             ③ 昭和 35年８月１日から同年９月 20日まで 

             ④ 昭和 35年 12月１日から同年 12 月 19日まで 

              ⑤ 昭和 37年５月 30日から 38年１月４日まで 

             ⑥ 昭和 38年１月 10日から同年４月 21日まで 

             ⑦ 昭和 39年８月１日から同年 11月１日まで 

             ⑧ 昭和 41年４月１日から 42年 11月１日まで 

             ⑨ 昭和 46年４月１日から 47年６月１日まで 

             ⑩ 昭和 58年３月１日から同年６月１日まで 

             ⑪ 平成６年３月 16日から同年７月 16日まで 

申立期間①については、ⅰ）元同僚のＡ氏の厚生年金保険被保険者期間は

どうなっているか。ⅱ）前回の通知文において、「申立人が、Ｂ社に勤務し

ていたことを覚えていない。」としている証言者が勤務していた出張所、部

署並びにその者の厚生年金保険被保険者期間及び試用期間はどうなってい

るか教えてほしい。 

申立期間②については、昭和 34年３月１日にＣ社へ入社し、35年７月 19

日まで勤務した。厚生年金保険被保険者資格の取得日が 34年５月 15日とな

っているが、同年３月 1日に訂正してほしい。 

申立期間③については、昭和 35 年８月１日にＤ社へ入社し、同年 11 月

30日まで勤務した。厚生年金保険被保険者資格の取得日が同年９月 20日と

なっているが、同年８月１日に訂正してほしい。 

申立期間④については、Ｅ社における厚生年金保険被保険者資格の取得日

を昭和 35年 12月 19日から同年 12月１日に訂正してほしい。 



 

申立期間⑤については、前回の通知文において、「Ｅ社の昭和 37年５月に

始まった労働争議期間中の賃金は未払いで厚生年金保険料は控除されてい

なかった。」と証言している者の勤務していた営業所、争議の解決の方法、

当時加盟していた労働組合名、証言者の試用期間及び厚生年金保険被保険者

期間を教えてほしい。また、私が所属していたＦ労働組合は、ロックアウト

後、労働金庫から生活費として借金をし、争議解決後に返済をすると労働組

合が取り決めた。健康保険証等も労働組合が社会保険事務所（当時）と交渉

していたと思う。この件について、Ｆ労働組合の三役であったＧ氏の証言、

同氏が生死不明の場合、組合員の証言を確認してほしい。 

申立期間⑥については、前回の通知文において、「当該元同僚は既に死亡

しており」とあり、この元同僚は、Ｈさんのことだと思うが、同氏の厚生年

金保険被保険者期間及び試用期間はどうなっていたのか教えてほしい。 

申立期間⑦については、厚生年金保険被保険者資格の取得日を昭和 39 年

11月から同年８月１日に訂正してほしい。 

申立期間⑧については、前回の通知文において、「Ｉ社には試用期間があ

り、勤務成績により正社員として本採用された。」としている証言者の入社

年月日、厚生年金保険被保険者期間はどうなっているか教えてほしい。 

申立期間⑨については、前回の通知文において、ⅰ）「当該元同僚は既に

死亡しており」とあり、元同僚のＪ氏のことと思われるが、同氏の厚生年金

保険被保険者期間はどうなっているか、 ⅱ）「昭和 46 年頃に勤務していた

元同僚で入社と同時に厚生年金保険、及び雇用保険に加入した。」と証言し

た者の職種がＫ職であれば、その者の労働条件、厚生年金保険被保険者期間

はどうなっているか教えてほしい。 

申立期間⑩については、厚生年金保険被保険者資格の取得日を昭和 58 年

６月から同年３月１日に訂正してほしい。 

申立期間⑪については、Ｌ社における厚生年金保険被保険者資格取得日が

平成６年７月 16 日となっているが、Ｍ団体からＮ省Ｏ事務所に届けた年月

日が同じであるか、調査をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、ⅰ）申立人が、Ｂ社において名前を記憶している

元同僚は既に死亡しており、当時の勤務状況が確認できない上、申立期間当

時、同社に勤務していた元従業員は、申立人が申立期間①に同社で勤務して

いたことを記憶しておらず、申立人の勤務状況が明確ではないこと、ⅱ）元

従業員は、Ｂ社では申立期間①当時に試用期間があったとしており、社会保

険事務所の記録によると、当該元従業員の同社における厚生年金保険の資格

取得日は、本人が記憶している入社日の６か月以上後であることが確認でき

ることから、同社では試用期間中は厚生年金保険の資格取得手続を行ってい



 

なかったものと考えられること等を理由として、当委員会の決定に基づき年

金記録の訂正のあっせんは行わないとの判断を行った旨、平成 20年 10月１

日付けで通知が行われている。 

今回、申立人は、申立人が記憶する元同僚及び前回の申立てにおいて証言

した元従業員の勤務期間、厚生年金保険被保険者期間及び試用期間の有無等

について教えてほしいとして、再申立てを行っているものの、新たな関連資

料及び周辺事情の提示は無い。 

２ 申立期間②については、Ｃ社の元従業員６人が申立人を記憶しているもの

の、勤務期間に関する証言が得られないことから、申立人の申立期間②にお

ける勤務実態を確認できない。 

また、Ｃ社において経理事務を担当していた元事業主の妻は、「申立人は

Ｋ職として雇ったので、２か月から３か月程度の見習期間があったはずであ

る。」と証言しており、別の元従業員も、「同社には見習期間があり、私の

入社日は、厚生年金保険の資格取得日よりも少し前である。」と証言してい

る上、申立人自身も「Ｋ職として、見習い期間が２か月から３か月程度ある

ようなことを、入社時に社長から言われた。」と供述している。 

３ 申立期間③については、Ｄ社の元従業員８人に聞き取り調査をしたものの、

８人全員が申立人を記憶しておらず、申立人の申立期間③における勤務実態

を確認できない。 

また、聞き取り調査を行った８人全員が、「自身の厚生年金保険被保険者

記録に間違いは無い。」と証言している。 

４ 申立期間④については、申立人は、「Ｅ社に係る厚生年金保険被保険者資

格の取得日について昭和 35 年 12月 19 日と記録されているが、同月１日に

訂正してほしい。」と申し立てている。 

しかしながら、Ｅ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

申立人の申立期間④における勤務実態を確認できない。 

また、申立人と同日にＥ社において厚生年金保険被保険者資格を取得して

いる元従業員は、「私の入社日は、厚生年金保険の資格取得日と一致してい

る。申立人は、私と入社日が同じである。」と証言している。 

５ 申立期間⑤について、申立人は、「Ｅ社に勤務していた昭和 37 年５月ご

ろに、同社で労働争議が起こり、事業所の封鎖により自宅待機を命じられ、

38 年１月に労働争議の解決金をもらった後に退職した。」と主張している

ところ、ⅰ）当時の同社の従業員は、労働争議が終わった後に解決金をもら

ったが、37 年５月に始まった労働争議の期間については賃金が支払われて

おらず、厚生年金保険料は控除されていなかったと証言していること、ⅱ）

同社は37年５月30日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなったことを理

由として、当委員会の決定に基づき年金記録の訂正のあっせんは行わないと

の判断を行った旨、平成 20年 10月１日付けで通知が行われている。 



 

今回、申立人は、「私が所属していた労働組合では、事業所の封鎖により

自宅待機を命じられた後、金融機関から生活費として借金をするとともに、

健康保険証等の取扱いについても、組合が、社会保険事務所と交渉していた

と思うので、当時の労働組合の幹部又は労働組合員に当時の状況について確

認してほしい。」として、再申立てを行っている。 

しかしながら、申立人が氏名を挙げた労働組合幹部に照会文書を送付した

ものの、回答は得られない上、申立人が所属していた労働組合の元組合員二

人から聴取したものの、「申立期間⑤当時、労働組合が社会保険事務所と交

渉していたことは聞いたことがない。」とそれぞれ証言しており、申立人が

主張する内容について確認できない。 

６ 申立期間⑥については、ⅰ）申立人はＰ社における同僚の名前を記憶して

いるものの、当該元同僚は既に死亡しており、当時の状況が確認できない上、

申立期間⑥当時、同社に勤務していた元従業員は、申立人が当該期間に同社

で勤務していたことを覚えておらず、申立人の同社における勤務状況が明確

ではないこと、ⅱ）同社が加入していた健康保険組合に提出された健康保険

資格取得届等の書類から、申立人に係る健康保険組合の資格取得日は厚生年

金保険の資格取得日と同じ昭和38年４月21日であることが確認できること

等を理由として、当委員会の決定に基づき年金記録の訂正のあっせんは行わ

ないとの判断を行った旨、平成 20年 10月１日付けで通知が行われている。 

今回、申立人は、申立人が記憶する元同僚の厚生年金保険被保険者期間及

び試用期間の有無について教えてほしいとして再申立てを行っているもの

の、新たな関連資料及び周辺事情の提示は無い。 

７ 申立期間⑦については、ⅰ）申立人は、Ｑ社における同僚の名前を記憶し

ておらず、申立人の申立期間に係る同社における勤務状況が明確ではないこ

と、ⅱ）事業主は、申立期間当時、入社時には雇用保険のみ加入手続を行い、

数か月（１か月から３か月）後に厚生年金保険の加入手続を行っていたと証

言していること等を理由として、当委員会の決定に基づき年金記録の訂正の

あっせんは行わないとの判断を行った旨、平成 20年 10月１日付けで通知が

行われている。 

今回、申立人は、厚生年金保険被保険者資格取得日を特定して再申立てを

行っているものの、「前回の申立てどおりである。」として、新たな関連資

料及び周辺事情の提示は無い。 

８ 申立期間⑧については、ⅰ）申立人は、Ｉ社における同僚の名前を記憶し

ていない上、申立期間当時に同社に勤務していた元従業員は、申立人が申立

期間に同社で勤務していたことを記憶しておらず、申立人の同社における勤

務状況は明確ではないこと、ⅱ）元従業員は、同社では申立期間当時に試用

期間があり、試用期間に勤務成績が認められて正社員として本採用され、厚

生年金保険の被保険者となったと証言していること等を理由として、当委員



 

会の決定に基づき年金記録の訂正のあっせんは行わないとの判断を行った

旨、平成 20年 10月１日付けで通知が行われている。 

今回、申立人は、「前回の申立てにおいて証言した者の入社日及び厚生年

金保険の被保険者期間について教えてほしい。」として再申立てを行ってい

るものの、新たな関連資料及び周辺事情の提示は無い。 

９ 申立期間⑨については、ⅰ）申立人がＲ社における同僚の名前を記憶して

いるものの、当該元同僚は死亡しており、申立人の申立期間⑨に係る同社に

おける勤務状況が明確ではないこと、ⅱ）同社の事業主は、現在は採用時に

厚生年金保険及び雇用保険の手続を行っているが、申立期間⑨当時について

は資料が残っていないため明確ではないとしているものの、昭和 46 年ごろ

に同社に勤務していた元従業員は、同社に入社と同時期に厚生年金保険及び

雇用保険に加入したと証言しており、申立人に係る雇用保険の記録について

も、47年６月１日に資格取得、48年５月 17 日に離職となっており、厚生年

金保険の被保険者期間と一致していることが確認でき、申立期間⑨当時も、

事業主は、採用時に厚生年金保険及び雇用保険の加入手続を適正に行ってい

たものと推認されること等を理由として、当委員会の決定に基づき年金記録

の訂正のあっせんは行わないとの判断を行った旨、平成 20年 10月１日付け

で通知が行われている。 

今回、申立人は、申立人が記憶する元同僚の被保険者期間及び前回の申立

てにおいて証言した元従業員の労働条件及び厚生年金保険被保険者期間に

ついて教えてほしいとして再申立てを行っているものの、新たな関連資料及

び周辺事情の提示は無い。 

10 申立期間⑩については、Ｓ社の事業主は、申立期間⑩当時、採用から３か

月間は試用期間として厚生年金保険に加入させておらず、保険料も控除して

いなかったと証言している上、同社で現在も使用している厚生年金保険被保

険者一覧表（手書き）には資格取得日順で被保険者名が記入されており、申

立人の厚生年金保険の資格取得日は社会保険事務所の記録と一致している

ことが確認できること等を理由として、当委員会の決定に基づき年金記録の

訂正のあっせんは行わないとの判断を行った旨、平成 20年 10月１日付けで

通知が行われている。 

今回、申立人は、厚生年金保険被保険者資格取得日を特定して再申立てを

行っているものの、「前回の申立てのとおりである。」として、新たな関連

資料及び周辺事情の提示は無い。 

11 申立期間⑪については、ⅰ）申立人は、Ｌ社に採用され、初めて業務を担

当した日（平成６年３月ごろ）に不慣れであったため機械の操作を誤り、指

導を受けたとしているが、同社のＴ職台帳では、申立人のＴ職登録日は６年

７月26日であること、及び機械操作不適切の違反日は同年11月６日であり、

それに伴う特別教育の実施日は同月 21 日であることが確認でき、申立人の



 

主張と相違することから、申立人の申立期間⑪における同社での勤務状況が

明確ではないこと、ⅱ）事業主は、Ｔ職台帳（労働者台帳）の記録で確認で

きる６年７月 16 日の入社日に厚生年金保険及び雇用保険の加入手続を行っ

ていると証言しており、社会保険事務所の同社における資格取得日及び雇用

保険における資格取得日が共に同日であることが確認できること等を理由

として、当委員会の決定に基づき年金記録の訂正のあっせんは行わないとの

判断を行った旨、平成 20年 10月１日付けで通知が行われている。 

今回、申立人は、「Ｍ団体からＮ省に届け出たＴ職登録年月日と厚生年金

保険被保険者資格取得日が一致しているか調査してほしい。」として、再申

立てを行っている。 

しかしながら、Ｍ団体に照会したところ、「申立人のＴ職登録証の交付年

月日は、平成６年７月 26 日である。申立人の当該登録証は 13 年３月 16 日

に返納された記録が残っているが、登録内容については、保存年限を経過し

ているので調査できない。また登録証の交付時に、当団体からＮ省に届出す

る手続はない。」としており、申立人が申立期間⑪当時にＬ社において勤務

していたことをうかがわせる事情は確認できない。 

12 これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②から④までに係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めること

はできない。 

また、申立期間①及び⑤から⑪までについて、上記のほかに委員会の当初

の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないことから、申立人が厚生年金

保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を各事業主により給与

から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2191 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年３月 12日から 47 年１月１日まで 

母の介護のために会社を辞めたが、当時は社会保険事務所（当時）の場所

も知らないし、受け取りに行ったこともない。去年、厚生年金保険の手続に

行ったところ、脱退手当金を支払い済みとなっていることを初めて知った。 

調査の上年金記録の訂正を願う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ年金事務所が保管する申立人に係る脱退手当金裁定請求書を見ると、「昭

和 47年１月 20日受付」、「執行日 47．３．２」、「支払予定日 47．３．７」、「支

払済 47．３．７会計」の押印が確認でき、当地払いにより脱退手当金が支給

されたものと考えられる。 

また、申立事業所に係る厚生年金保険被保険者原票の申立人の欄には、脱退

手当金が支給されたことを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申

立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、厚生年金保険被保険者

資格喪失日から約２か月後の昭和 47 年３月７日に支給決定されているなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、受給した記憶が無いという申立人の主張以外に、申立人が脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。  

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2192 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 27年７月１日から 31年３月 26 日まで 

私は、昭和 24年４月から 26年６月までの間、Ａ事業所で勤務し、いった

ん退職し、その１年後の 27年７月から 33年２月までの間、継続してＡ事業

所内のＢ施設でＣ職として勤務した。私の年金記録によると、申立期間の厚

生年金保険被保険者の記録が欠落しており、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 27 年７月１日からＡ事業所内にあるＢ施設に勤務してい

た。」と主張しているところ、当該事業所で勤務していたとする複数の元従業

員の証言により、申立人が当該事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、当該事業所に係る資料を保管しているＤ県は、「当時の資料

の中には、申立人が申立期間において当該事業所に在籍していたことを示す資

料は無い。」と回答しており、申立人の厚生年金保険の加入状況について確認

できない。 

また、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間

に被保険者資格を取得している元従業員 15 人を把握し、聞き取りを行ったと

ころ、そのうち 12 人は申立人を記憶しておらず、残る３人から申立人を記憶

している旨の証言は得られたものの、勤務期間については記憶しておらず、申

立人の勤務期間を特定することができない。 

さらに、上記の名簿によると、昭和 31年３月 26日に被保険者資格を取得し

ている元従業員は、申立人を含め 124人確認でき、その中には申立人と同様に

資格取得日以前から当該事業所に継続して勤務していたとする複数の元従業

員の証言が得られている。 

加えて、オンライン記録によると、申立人が申立期間に当該事業所で勤務し



 

ていたとする申立人の弟及び申立人が記憶する元同僚について、申立人と同様

に当該事業所に係る被保険者資格取得日は昭和31年３月26日であることが確

認できる。 

これらのことから判断すると、当該事業所は申立期間当時、一定期間内に採

用した者を昭和31年３月26日にまとめて厚生年保険に加入させる手続を行っ

たものと考えられる。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2193 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年５月 30日から 45 年２月 28日まで 

申立期間において、Ａ社にＢ職として勤務していたにもかかわらず、厚生

年金保険被保険者記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録により、申立人が申立期間に、Ａ社において勤務していたこ

とは確認できる。 

しかしながら、Ａ社は、既に廃業しており、元事業主及び申立期間当時の事

務担当者は、いずれも既に死亡している上、元事業主の親族は、「同社の社会

保険手続の関係資料は保管しておらず、申立人の厚生年金保険料の控除等につ

いては不明である。」と回答しているため、申立人の厚生年金保険の加入及び

保険料控除の状況について確認できない。 

また、Ａ社の元事業主の親族及び元従業員は、「下請業者の従業員の中で希

望する者があれば、Ａ社で厚生年金保険に加入させていた時期があったと思

う。」と証言しており、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下

「被保険者名簿」という。）を確認すると、申立期間当時、下請業者の従業員

と思われる者が数人まとまって同社において厚生年金保険被保険者資格を取

得している状況がうかがえるところ、同社の複数の元従業員が「下請業者の従

業員にＢという者がいた。」と証言していることから、同社に係る被保険者名

簿により当該下請業者の事業主と思われる者に文書照会したものの、回答が得

られないため、当時の状況について確認できない。 

さらに、申立人は、「Ａ社に勤務していたころ、会社から、社会保険に２年

間加入させる旨の通知を受けたことがある。」と供述しているところ、オンラ

イン記録によると、申立人は、申立期間直後の昭和 45年３月１日から 47年３



 

月１日までの２年間、同社に係る厚生年金保険被保険者期間であることが確認

できる。なお、Ａ社に下請業者として勤務していたとする元従業員の一人は、

「希望してＡ社で社会保険に加入させてもらった。社会保険に加入した後から、

保険料は控除されていた。」と証言しており、Ａ社で社会保険に加入していた

時期は、保険料控除されていたことがうかがえる。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2194 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 14年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 20年３月 14日から 22年６月１日まで 

私は、昭和 18 年５月にＡ事業所に入社したが、戦時中の企業統合令でＢ

社に統合され、勤務先を同社本社に変わり、23年２月 10日までの間、継続

して勤務していたにもかかわらず、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が

無いとされており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 18年５月にＡ事業所に入社後、戦時中にＢ社に統合され、

勤務先を同社本社に変わり、23年２月 10日までの間、継続して勤務していた。」

と主張しているところ、当時の事業所の状況及び元同僚の氏名等を鮮明に記憶

している上、申立期間においてＢ社に勤務していたとする複数の元従業員の証

言により、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｂ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている

上、元事業主の連絡先も不明であり、当時の申立人の厚生年金保険の加入状況

について確認することができない。 

また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立人と同じ

昭和 22 年６月１日に同社において被保険資格を取得している元同僚５人を把

握し聞き取りを行ったところ、そのうちの一人は、「終戦後の 20 年 11 月から

22 年２月までの間、申立人と一緒に勤務していたと思うが、その期間はまだ

厚生年金保険はなかった。」と証言している上、別の一人は、「私は、21年４

月にＣ市Ｄ町にあった同社本社に入社したが、自分の入社以前から本社で勤務

していた者が同じ資格取得日であるということは、会社が厚生年金保険の加入

について遅れて手続きをしたため、まとめて加入させたのではないか。」と証

言している。 



 

さらに、日本年金機構は、「事業所所在地がＣ市Ｅ町であるＢ社の適用事業

所の記録は確認できるものの、申立人が勤務していたと主張するＣ市Ｄ町にお

ける同社本社については厚生年金保険の適用事業所の記録は確認できない。」

としている上、同社は、昭和 20年８月 31日にいったん厚生年金保険の適用事

業所ではなくなっており、22 年５月１日に再度適用事業所となっていること

が確認できることから、申立期間の大部分は適用事業所ではない期間である。 

加えて、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人は

昭和 22 年６月１日に被保険者資格を取得していることが確認できる上、申立

期間において厚生年金保険被保険者資格を取得していたことをうかがわせる

事情は見当らず、健康保険の番号に欠番は無い。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人が申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2195 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 31年４月中旬から同年 12月 26日まで 

 ② 昭和 31年 12月 26日から 32年３月１日まで 

 ③ 昭和 37年４月３日から同年９月 12日まで 

    私は、昭和 31年４月にＡ社（その後、Ｂ社に名称変更し、現在は、Ｃ社）

に入社したが、働き始めた時の厚生年金保険の記録が欠落している。私が所

持する厚生年金保険被保険者証には、初めて資格を取得した日が同年 12 月

26 日と記載されているので訂正してもらいたい。また、Ｄ社からＢ社に呼

ばれて戻ったときの記録も欠落しているので調べてもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①及び②について、申立人は、「Ａ事業所において勤務していた。」

と主張しているところ、申立人と同様に昭和 32 年３月１日に当該事業所の

厚生年金保険被保険者資格を取得している複数の元同僚の証言から、申立人

が当該事業所の厚生年金保険の新規適用前から勤務していたことは推認で

きる。 

しかしながら、Ｃ社は、「当時はまだ事業所として厚生年金保険に加入し

ていなかったので、給与から保険料を控除していなかったと思う。」と回答

している上、同社が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認及

び標準報酬決定通知書によると、申立人は、昭和 32 年３月１日に被保険者

資格を取得していることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、Ａ事業所は、昭和 32 年３月１日に厚生

年金保険の適用事業所となっており、申立期間①及び②は厚生年金保険の適

用事業所となる前の期間である。 

さらに、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立



 

人と同じ昭和 32 年３月１日に被保険者資格を取得している元従業員７人に

照会し、回答のあった５人全員が「申立期間①及び②は、事業所として、ま

だ厚生年金保険に加入しておらず、事業所が厚生年金保険に新規適用となっ

てから加入したと思う。」と証言している。 

なお、申立人が所持する厚生年金保険被保険者証の初めて資格を取得した

日欄に昭和 31 年 12月 26 日と記載されていることについては、Ｃ社が保管

する健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書

によると、資格取得年月日欄には昭和 31年 12月 26日と記載されたものが、

同事業所の厚生年金保険の新規適用日にあわせて 32 年３月１日に訂正され

ていることが確認できることから、社会保険出張所（当時）がいったんは

31 年 12 月 26 日と記載した厚生年金保険被保険者証を同事業所の厚生年金

保険の新規適用日の 32 年３月１日にあわせて訂正しないまま交付したもの

と考えるのが自然である。 

２ 申立期間③について、申立人は、「Ｂ社に勤務していた。」と主張してい

るところ、昭和 37年９月 12日に厚生年金保険被保険者資格を取得している

複数の元同僚の証言から、申立人が申立期間③ごろに同社に勤務していたこ

とは推認できる。 

しかしながら、Ｃ社が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確

認及び標準報酬決定通知書によると、申立人は、昭和 37年９月 12日に資格

取得していることが確認できる上、同社は、「当社が保管する同年の算定基

礎届を確認したが、その中に申立人の氏名は確認できない。」と回答してい

る。 

また、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期

間③に被保険者資格を有する元従業員38人のうち連絡先が判明した16人に

対して申立人の勤務実態等について文書照会した結果、６人から回答があり、

そのうちの５人からは申立人を記憶している旨の回答は得られたものの、申

立人が申立期間③に当該事業所に勤務していたことについて具体的な証言

を得ることができない。 

３ このほか、申立人が申立期間①から③までに係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを示す関連資料は無い上、ほかに当該期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①から③までに係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはで

きない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2196 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 （死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 23年４月１日から 30年７月１日まで 

    私の夫は、大学を卒業後、昭和 30 年７月１日にＡ社（夫の父が経営）に

入社するまでの間、Ｂ社(現在は、Ｃ社）に勤務しており、24 年５月 16 日

から 25 年５月６日までは同社に係る健康保険の記録があるにもかかわらず

厚生年金保険の被保険者記録が無い。同社に勤務し厚生年金保険料を払って

いたので、厚生年金保険期間として認めてほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて 

     行ったものである。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ社健康保険組合の記録によると、申立人は、昭和 24 年５月 10 日から 25

年５月６日までの期間、同組合に係る健康保険の被保険者であったことが確認

できる。 

しかしながら、昭和 26 年９月にＢ社に係る厚生年金保険被保険者資格を喪

失している元従業員は「申立人の在籍期間は短く、父親の事業を継ぐため、私

が退職する前に退職した。」と証言している上、別の元従業員は、「申立人の勤

務期間は１年から２年ぐらいの短期間であり、正式採用ではなかったと思う。」

と証言しており、申立人が同社で勤務していた期間を特定することができない。 

また、Ｃ社は、「申立人の入社日や退社日、退職金や給与実績等の分かる資

料は見当たらない。また、本社が保管する厚生年金保険の被保険者記録簿にお

いても、申立人に係る被保険者記録は見当たらない。」と回答していることか

ら、申立人の厚生年金保険の加入状況及び保険料控除について確認できない。 

さらに、申立人の妻が記憶するＢ社の元従業員４人は、既に死亡しているた

め、これらの者に当時の状況を照会することができない。 

なお、申立期間の一部期間において健康保険組合の被保険者であったことが

確認できるが、Ｃ社は、「健康保険の記録簿によると、他の被保険者に記載さ



 

れている社員番号の記載が申立人には無いことから、申立人は、当社の社員の

身分ではなかった可能性がある。」と回答していることから、申立人はＢ社の

社員の身分ではなかったため、組合管掌健康保険には加入していたものの厚生

年金保険に加入していなかった可能性がうかがえる。 

このほか、申立人が申立期間に、厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2197 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成６年３月 22日から９年３月 31日まで 

             ② 平成９年 10月 22日から 10年４月 15日まで 

    私は、申立期間については、いずれも、Ａ社Ｂ支店の派遣社員として働い

ていた。厚生年金保険の期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間については、Ａ社Ｂ支店の派遣社員として働いていた。」

と主張している。 

しかし、申立人は、「Ａ社からの派遣社員として勤務していたのは自分だけ

だった。」と供述していることから、当時の状況について同僚等への聞き取り

調査を行うことはできない上、Ａ社は、「法定の保管期限を経過しているため、

申立人に係る人事記録は保管していない。」と回答していることから、申立人

の同社に係る在籍期間を確認できない。 

また、申立期間①及び②に係る雇用保険の記録は確認できない。 

さらに、オンライン記録によれば、申立人は、申立期間①及び②を含む平成

５年４月１日から 10年４月 15日まで、申立人の夫が加入する健康保険の被扶

養者であったことが確認できる。 

このほか、申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2198 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 26年４月１日から 29年１月１日まで 

私は、昭和 26年４月１日から 28 年 12 月 31 日までの間、Ａ市Ｂ町にあっ

たＣ社又はＤ社で継続して勤務していたと記憶しているが、申立期間の厚生

年金保険被保険者記録が無いのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間について、Ａ市Ｂ町にあったＣ社又はＤ社で継続して

勤務した。」と主張しているが、日本年金機構は、「Ｃ社及びＤ社については厚

生年金保険の適用事業所であった記録は確認できない。」としている上、所在

地を管轄する法務局においても当該事業所に係る商業登記の記録は確認でき

ない。 

また、申立人は、当該事業所の事業主の氏名を記憶していないため、当該事

業所の元事業主から申立人の勤務実態及び申立人の給与からの厚生年金保険

料控除の有無等について確認することができない。 

さらに、オンライン記録によると、申立人が当該事業所で一緒に勤務したと

する元従業員については、申立期間について厚生年金保険被保険者の記録が確

認できない。 

加えて、Ｅ図書館は、「昭和 26 年から 29 年ごろまでの地図で調査したが、

Ｂ町周辺においてＣ社又はＤ社という名称の事業所は確認できない。」と回答

している上、Ｆ商工会議所は、「27 年以降の会員データにおいてＣ社又はＤ

社の事業所名は確認できず、類似する事業所名についても確認できない。」と

回答している。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人が申立期間に係る厚



 

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2199 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 27年４月 16日から同年 10月 16 日まで 

私の夫は、昭和 22年にＡ社（現在は、Ｂ社）に入社し、50年６月までの

間、継続して勤務していたが、申立期間に係る厚生年金保険の被保険者記録

が無いとされており納得できない。 

    （注）申立ては、申立人の妻及び子が、死亡した申立人の年金記録の訂正 

      を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間について、Ａ社に継続して勤務していた。」と主張し

ているが、Ｂ社が保管する年金保険並健康保険臺帳によると、申立人は、昭和

27年４月 16日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失し、同年 10月 16日付け

の雇入れにより、再度同資格を取得していることが確認できる。 

また、Ｂ社が保管する、事業所と労働組合との間で締結された昭和 27 年４

月 15日付けの協定書によると、｢別示の者を解雇するに就いては、会社は解雇

者を６か月以内に再採用することを確約する｣旨の協約が締結されていること

が確認でき、これは申立人の年金記録において同年４月 16 日に被保険者資格

を喪失し、６か月後の同年 10月 16日に再度同資格を取得していることと一致

する。 

さらに、Ａ社Ｃ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申

立人と同様に昭和 27年４月 16日に被保険者資格を喪失し、同年 10月 16日に

再度同資格を取得している者が 15人確認できる上、そのうちの一人は、｢事業

所との間で、不景気を理由に６か月間休業し、その間は失業給付を受給し、そ

の後復職してほしいとの約束があった。自分の年金記録に空白期間がある理由

としては失業給付を受給したためと思う。｣と証言していることから、申立人



 

についても同様の取扱いであったものと考えても不自然ではない。 

加えて、雇用保険の被保険者記録によると、申立人の被保険者記録の始期は、

昭和 27年 10月 16日であり、オンライン記録と一致する。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2200 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 10年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 21年７月７日から 22年８月 20日まで 

         ② 昭和 23年１月 28日から同年３月 31日まで 

私は、昭和 19年 10月１日からＡ社Ｂ支店で勤務していたが、終戦で実家

に引き揚げ、21 年７月７日から 22 年８月 20 日までの間、引揚者のために

新設された同社Ｃ支店Ｄ事務所及びＥ事務所で継続して勤務したが、Ｃ支店

で勤務した記録が欠落している。また、退職後はＦ社で 23年１月 28日から

56 年ごろまで継続して勤務したと記憶しているが、同社のＧ出張所で勤務

した記録が欠落していることにも納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、「昭和 22年８月 20日までＡ社に継続し

て勤務していた。」と主張しているところ、申立人が所持する辞令等及びＨ

社が保管する申立期間に係る役職員名簿により、申立人が申立期間にＡ社に

勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｈ社は、「申立期間当時のＡ社は別法人であり、同社Ｃ支

店が厚生年金保険の適用事業所であったのかについては不明である。」と回

答している。 

また、申立人が記憶するＡ社Ｃ支店の支店長及びＥ事務所長について、Ｈ

社が保管する役職員名簿により氏名が確認できるものの、オンライン記録に

よると、両人の申立期間に係る厚生年金保険の被保険者記録は確認できない。 

さらに、申立人がＡ社Ｃ支店で一緒に勤務したと記憶する元同僚について

も申立期間について被保険者記録が確認できない上、同人は、「私がＣ支店

等で勤務していたころの記録は無いが、会社が厚生年金保険に加入していた

のかどうか分からず、給料から厚生年金保険料が控除されていたことを確認



 

したこともない。」と証言している。 

加えて、日本年金機構は、「Ｉ県内においてＡ社Ｃ支店又はＥ事務所の名

称で厚生年金保険の適用事業所の記録は確認できない。」としている。 

２ 申立期間②について、申立人は、「Ｆ社のＧ出張所で勤務していた。」と

主張しているところ、申立人が所持する辞令により、申立人が同社に勤務し

ていたことは推認できる。 

しかしながら、Ｆ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってい

る上、申立期間当時の事業主から当時の状況を確認することができない。 

また、オンライン記録によると、Ｆ社は昭和 23 年４月１日に厚生年金保

険の適用事業所となっており、申立期間②は適用事業所となる前の期間であ

る上、Ｆ社Ｇ出張所も同年５月１日に厚生年金保険の適用事業所となってお

り、申立期間②は適用事業所となる前の期間である。 

さらに、Ｆ社及び同社Ｇ出張所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

により、両事業所がそれぞれ厚生年金保険の適用事業所となった日に被保険

者資格を取得している者は申立人を除き、それぞれ８人及び７人確認できる

が、全員の連絡先が不明であり、当時の状況を確認することができない。 

３ このほか、申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに当該期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 



 

兵庫厚生年金 事案 2201 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 25年 10月１日から 26年４月４日まで 

私は、昭和 23 年４月１日にＡ社に新卒で入社したが、その後、Ｂ社の重

役に勧誘され、25年 10月１日から同社に転職した。 

Ｂ社には、同社が解散した昭和 29 年６月ごろまで継続して勤務したが、

年金記録には、入社当初から約６か月間の空白期間があるので、調査の上、

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の元同僚の証言から、申立人が申立期間においてＢ社で勤務していたこ

とは推認できる。 

しかし、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人の

ほか元同僚３人が、昭和 26 年４月５日に同社において被保険者資格を取得し

ていることが確認でき、当該３人のうち住所が判明した１人に対し、同社の入

社日について照会したところ、「入社は、25年 12月ごろであった。」と回答

しており、申立人も、「同僚３人は自分よりかなり後に入社した。」と供述し

ている。 

これらのことから判断すると、Ｂ社では必ずしも従業員を入社と同時に厚生

年金保険に加入させる取扱いではなく、一定期間に入社した者をまとめて資格

取得させていたことがうかがえる。 

また、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿によると、申立人の同記号

番号は、当該元同僚３人のうちの２人の同記号番号と連番で払い出されており、

被保険者資格の取得手続に不自然さは感じられない。 

さらに、Ｂ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時

の事務担当者の所在が確認できない上、後任の事務担当者も既に死亡している



 

ことから、厚生年金保険の加入及び保険料の控除について確認できない。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを示す関連資料は無く、ほかに給与から厚生年金保険料が控除され

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2202 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年２月１日から 42年７月 15日まで 

私のＡ社での厚生年金保険について、国（厚生労働省）の記録では脱退手

当金を受給したことになっているが、私は受給していない。年金記録を回復

してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 42年 11月＊日に市役所に婚姻届を提出しているところ、厚

生年金保険被保険者記号番号払出簿の申立人の氏名は、旧姓から婚姻後の姓

に変更されており、申立期間の脱退手当金は同年 12 月 12 日に支給決定され

ていることを踏まえると、脱退手当金の請求に伴い旧姓から婚姻後の姓に変

更されたと考えるのが自然である。 

   また、同払出簿の申立人の欄には脱退手当金が支給されていることを意味す

る「脱」の表示が記されている上、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上

の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2203（申立期間②については、事案 602の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、厚生年金保険被保険者であったと認めるこ

とはできない。 

また、申立期間②について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事 

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正５年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 19年４月１日から 20年８月 31日まで 

         ② 昭和 35年９月 23日から 41年６月 30日まで 

私は、昭和 18年８月に召集解除となり、勤務先であるＡ社に復職したが、

召集解除は一時的であったので、Ｂ県のＣ社のＤ部長の紹介により、召集解

除が約束された同社に就職し、Ｄ部長室で勤務した。しかし、同社で勤務し

ていた期間に係る厚生年金保険被保険者記録が無い（申立期間①）。 

その後、私は、昭和 23年 12月にＥ社（後にＦ社、現在は、Ｇ社）に入社

し、35年９月以降は、Ｈ製品の工場の設計に携わり、40年機械搬入・据付、

41 年４月試圧、同年６月平常運転を経て、同年７月に退職金を受領して退

職した。しかし、Ｆ社における厚生年金保険被保険者記録は、35 年９月 22

日で途切れている（申立期間②）。 

調査の上、公正な判断をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、元同僚の証言により、申立人が、Ｅ社に勤務して

いたことは推認できる。 

 しかし、申立人は、「Ｃ社の部長室に、Ｉ職として勤務していた。」と供

述しており、上記の元同僚も、「申立人は、Ｊ職ではなくＩ職であった。」

と供述しているところ、申立期間のうち昭和 19年４月１日から同年６月１

日までの期間については、厚生年金保険法施行前の労働者年金保険法が適

用されていた時期であり、Ｊ職等の現場労働者ではなかった申立人は、労

働者年金保険の被保険者とならなかった可能性が高いと考えられる。 



 

また、申立期間のうち昭和 19年６月１日から同年９月 30日までの期間に

ついては、厚生年金保険制度運用の準備期間であったため、厚生年金保険の

被保険者期間として算入されない。 

これらのことから判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 19 年４

月１日から同年９月 30日までの期間については、厚生年金保険(労働者年金

保険を含む。以下同じ。)の被保険者となることができない期間であったと

考えられる。 

さらに、オンライン記録により、昭和 18年及び 19年にＥ社で労働者年金

保険又は厚生年金保険の被保険者資格を取得したことが確認できる元従業

員 21 人に聴取しても、「申立期間当時の年金のことは、分からない。」と回

答している上、同社は、既に存在せず、事業主の居所も不明であることから、

申立期間当時における申立人の勤務実態及び厚生年金保険の加入状況を確

認できない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人は当該期間について、厚生年金保険被保険者であったと認める

ことはできない。 

２ 申立期間②については、申立人が申立書の職歴内容に記載した事項は、Ｆ

社の業務内容であることは確認できる。 

しかし、申立期間②については、ⅰ）申立人が、「Ｈ製品のプラントの実

用運転を見届けて退社した。」と供述していることに対し、複数の元従業員

は、「Ｈ製品の工場は昭和 36 年ごろにはすでに完成していたと思う。」と証

言している上、同年にＦ社が発行したＨ製品のカタログが存在すること、ⅱ）

当時、Ｈ製品のプラントの建設に携わっていた元同僚の証言によると、申立

人が記憶している工場は、Ｋ工場の跡地に建設されたＨ製品を製造していた

中小形工場であると考えられるところ、同社の刊行物によれば、中小形工場

で製造していたＨ製品による商品は 35 年には発売されていることが確認で

き、既に同年には同工場は稼働していたこととなり、申立人の供述と一致し

ないこと、ⅲ）同社は 40 年にＧ社と合併しているが、同社には当時の資料

が残っておらず、申立人の勤務状況及び厚生年金保険の加入状況について確

認できない上、元同僚からも、申立人が申立期間に当該事業所に勤務してい

たことの証言は得られないこと、ⅳ）申立人は、36 年４月１日に国民年金

の被保険者資格を取得しており、申立期間の国民年金保険料をすべて納付済

みであることといった事情が認められることから、申立期間②については、

当委員会の決定に基づき、年金記録の訂正のあっせんは行わないとの判断を

行った旨、平成 21年５月 20日付けで通知が行われている。 

申立人は今回、ⅰ）Ｆ社に勤務していたときの部下の名前を思い出したこ

と、ⅱ）昭和 40 年にＬ社が全自動システムのＨ製品関係設備を一括納入し

たことを挙げて、再度申立てを行っている。 



 

しかし、申立人が記憶している部下は既に死亡している上、その部下の妻

は、「申立人は、Ｆ社に勤務していたが、いつまで勤務していたかは分から

ない。」と回答しているため、申立人が同社に勤務していた期間を特定する

ことはできない。 

また、Ｌ社は、「申立人の供述どおりのＨ製品関係設備の納入についての

事実を確認できない。」と回答している。 

これらのことから、申立人の今回の申立ては、委員会の当初の決定を変更

すべき新たな事情とは認められず、申立人が厚生年金保険被保険者として、

当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2204 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年５月 25日から 38年４月１日まで 

             ② 昭和 39年２月１日から同年 10月 20日まで 

私は、昭和 36年４月１日に、Ａ社 (39年 12 月に、Ｂ社に名称変更)に就

職し、41年３月 31日に退職するまで、継続して同社で営業に従事していた。 

給与は支払われていたのに、厚生年金保険被保険者記録に二つの空白期間

があることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

１ 元同僚の証言から、申立人が申立期間①及び②においてＡ社及びＢ社で営

業員として勤務していたことがうかがえる。 

２ しかし、申立期間①について、オンライン記録によると、Ａ社は当該期間

始期の昭和 37 年５月 26 日に厚生年金保険の適用事業所でなくなり、38 年

４月１日に新たにＢ社として適用事業所となっており、当該期間については、

Ａ社及びＢ社が厚生年金保険の適用事業所ではなかった期間である上、当該

期間にＡ社又はＢ社において厚生年金保険被保険者記録を有する元従業員

はいないことが確認できる。 

また、当時の事業主の弟は、「Ａ社を廃止し、Ｂ社として厚生年金保険の

適用事業所となるまでの間については、給与は支払われていたが、厚生年金

保険料は控除されていなかったと思う。」と証言している。 

３ 申立期間②について、元同僚の一人は、「Ｂ社となってからも業績が悪化

した時期があり、厚生年金保険料の事業所負担分を少なくするために、申立

人の被保険者資格を喪失させた可能性がある。」と証言している。 

  また、別の元同僚については、申立期間②より後ではあるものの、Ｂ社に

在籍していたとする期間において、厚生年金保険被保険者記録に二つの空白



 

期間があることが確認でき、同社の事業主は、複数の従業員について一時期、

厚生年金保険の資格を喪失させていたことがうかがえる。   

加えて、申立期間当時の事業主は既に死亡しており、申立期間②における

申立人の厚生年金保険料の控除について確認できない。 

４ このほか、申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを示す関連資料は無く、申立人が申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかが

わせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2205 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年９月 10日から 36 年 11月１日まで 

私は、昭和 27年９月 10日にＡ社（現在は、Ｂ社）に入社し、30年 12月

３日までＣ支店、36 年 10 月 31 日までＤ支店に勤務し結婚を機に退職した

が、脱退手当金を受け取った記憶は無いのに、申立期間について脱退手当金

が支給された記録となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立人に係る厚生

年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、脱退手当金の算定のために必要となる

標準報酬月額等を厚生省（当時）から当該脱退手当金の裁定庁へ回答していた

ことが記録されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、Ａ社Ｄ支店に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿による

と、申立人が退職した時期を含む昭和 32年１月から 40年７月までの間に厚生

年金保険被保険者資格を喪失し、かつ、脱退手当金の受給要件を満たした者は

申立人を含み 16 人確認できるが、そのうち７人が厚生年金保険被保険者資格

喪失日から半年以内に支給決定がなされていることが確認できる上、そのうち

の一人は、「脱退手当金を退職金と一緒に受領したと思う。」と証言しているこ

となどを踏まえると、申立期間の脱退手当金については、事業主による代理請

求が行われていた可能性が高いものと考えられる。 

さらに、受給した記憶が無いという申立人の主張以外に、申立人が脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2206 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 41年 12月 28日から 43年５月まで 

私は、昭和 40年６月にＡ社（現在は、Ｂ社）に入社し、43年５月ごろに

退社するまでの間、継続して勤務したにもかかわらず、申立期間の厚生年金

被保険者記録が欠落していることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ａ社にＣ職として勤務し、昭和 43 年５月ごろに前夫の転勤に

伴い退職した。」と主張しているところ、申立人の前夫は、「同年 12 月に転

勤した。」と証言しており、申立人の主張と異なる。 

また、Ｂ社は、「申立期間当時の人事記録及び厚生年金保険に関する資料は

保管しておらず、Ａ社出身の従業員に確認したが、当時の状況が分かる者はい

なかった。」と回答しており、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の加入状況

について確認することができない。 

さらに、Ａ社Ｄ支店に係る事業所別被保険者名簿により、申立期間に被保険

者資格を有する元従業員 16人に文書により照会したところ、10人から回答が

あり、そのうちの一人は、「申立人は同社に勤務していたが、私は先に退職し

たので申立人の勤務期間については分からない。」と証言している上、残る９

人は、「申立人を記憶していない。」と証言しており、申立人が申立期間に同

社に在籍していたことについて具体的な証言を得ることができない。 

加えて、公共職業安定所が保管する申立人に係る雇用保険の被保険者記録に

よると、申立人の当該事業所に係る同記録は、昭和 41 年 12月 27 日に資格を

喪失しており、オンライン記録と一致する。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立期間に係る厚生年金保



 

険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2207 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年初めから 32年初めまで 

    私は、Ａ町にあった、Ｂ社に昭和 30 年初めに入社し、32年初めまで事務

員兼家事手伝いとして勤務したが、厚生年金保険被保険者記録が無いのは納

得できないので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間当時、Ｂ社の社長宅に住み込みで勤務していた。」と主

張しているところ、申立期間当時の事業主の親族は、「申立人は、申立期間ご

ろに、Ｂ社の従業員として２年ほど勤務していた。」と証言していること、及

び申立人が記憶する同社の所在地、業種、事業主家族の氏名等は、商業登記簿

謄本、上記の元事業主家族及び元従業員の証言と一致することから、申立人は、

申立期間当時、同社で勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは、昭和 42 年

５月１日であり、申立期間は同社が適用事業所となる前の期間である上、元事

業主は、「申立期間当時、申立人の給与から厚生年金保険料を控除したかどう

かは、資料が残っていないので不明であるが、厚生年金保険の適用事業所にな

るよりもだいぶ前なので、保険料は控除していなかったと思う。」と回答して

いる。 

また、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 42 年５月１日に、同

社において厚生年金保険被保険者資格を取得した元従業員は、「私は 41年末ご

ろ入社したが、入社した当時、給料から厚生年金保険料は控除されていなかっ

たことを記憶している。42 年５月ごろ、社長から厚生年金保険に加入するこ

とになったと説明された以降、給料から厚生年金保険料が控除されるようにな

った。」と証言している。 



 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2208 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年 11月１日から 36 年６月１日まで 

    私は、Ａ社Ｂ支店の履歴書カードに記載されているとおり、昭和 35 年 11

月１日から臨時社員としてＣ作業所に採用されたが、申立期間の厚生年金保

険被保険者記録が無いので調査願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持するＡ社（現在は、Ｄ社）Ｂ支店の履歴者カードの写しにより、

申立人は、申立期間当時、臨時社員及び試用員として、Ｃ作業所において勤務

していたことが認められる。 

しかしながら、Ｄ社によると、「Ａ社が、臨時社員、試用員等について厚生

年金保険等への加入を制度化した社長通達が施行されたのは昭和38年10月１

日であり、同日以降、事業所単位で、順次、厚生年金保険の適用事業所として

届出を行っており、申立人の申立期間は、当該通達が施行される以前のため、

厚生年金保険に加入していたという事実は無いと思われる。」と回答している。 

また、オンライン記録によると、申立人が記憶する元同僚４人についても、

臨時社員であったと思われる期間において、厚生年金保険の被保険者記録は無

い上、連絡の取れた当該元同僚のうちの一人は、「厚生年金保険に加入してい

ないため、保険料は控除されていないと思う。」と証言している。 

このほか、申立人が申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2209 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年１月 20日から 43年９月 16日まで 

             ② 昭和 43年 12月３日から 44 年 10 月 21日まで 

 私は、Ａ社を退職した後に脱退手当金を受け取ったことは記憶している

が、その後、Ｂ社とＣ社に勤務し、同社を退職した後には脱退手当金を受

け取っていないので、調査の上、支給したという記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金については、厚生年金保険被保険者台帳記号番号が異

なる二つの事業所(Ｂ社及びＣ社)における厚生年金保険被保険者期間が漏れ

なく計算の基礎とされている上、申立人がＣ社に勤務した際に払い出されてい

る厚生年金保険被保険者台帳記号番号は、脱退手当金の支給決定日（昭和 47

年５月１日）直後の同年５月 11 日に重複取消されていること、申立人の厚生

年金保険被保険者原票に脱退手当金を支給したことを意味する「脱」の表示が

記されていること、支給額に計算上の誤りが無いことなど、一連の事務処理に

不自然さはうかがえない。 

また、脱退手当金を受給した記憶が無いという申立人の主張以外に、申立人

が脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2210 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立人の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住 所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年３月１日から同年６月１日まで            

    平成５年ごろ、昭和 36 年６月のみ給与明細書があったので、当該月につ

いては厚生年金保険の被保険者期間として認めてもらった。実際は、同年３

月から働いていたので、申立期間も被保険者期間として認めてもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は「昭和 36 年３月１日に採用され、同年７月１日まで継続して勤務

した。」と主張している。 

しかしながら、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

当時の事業主は既に死亡している上、事業主の妻（同社の監査役）に照会して

も回答が得られない。 

また、申立人が記憶する元同僚４人は、連絡先不明又は死亡のため、当時の

状況を照会することができない上、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿（以下「被保険者名簿」という。）において、申立期間を含む昭和 35 年

１月から 36 年９月までの期間に被保険者資格を有する元従業員 30 人のうち、

連絡先が判明した 10人に文書照会したものの、回答のあった７人全員が、「申

立人のことは知らない。」と回答しており、申立期間における申立人の勤務実

態を確認できない。 

なお、申立人は、昭和 36年６月分の給与明細書を所持しており、「平成５年

ごろに社会保険事務所（当時）の窓口において、当該給与明細書を示した結果、

当該月の被保険者記録が認められた。」と主張しているが、上記のとおり、Ａ

社に係る被保険者名簿において、資格取得日を昭和 36 年６月１日とする申立

人の記録が確認でき、当初から当該期間の記録が管理されていたことが認めら

れる。 

また、オンライン記録によると、ⅰ）平成６年１月５日に、同社に係る申立



 

人の被保険者記録について、氏名変更（「Ｂ」から「Ｃ」）の処理が行われてい

ること、ⅱ）同月 26 日に他の２事業所に係る申立人の被保険者記録と統合処

理が行われていることが確認できることから、当初から申立人の当該事業所に

係る被保険者記録は管理されていたものの、別番号で管理され、申立人の氏名

が誤った読み仮名で記録されていたため、申立人の記録と識別されていなかっ

た記録が、申立人からの指摘に基づき統合処理されたことがうかがえる。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2211 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年４月１日から 43年３月 31日まで 

私は昭和 42 年４月１日から約１年間、Ａ県のＢデパート内にあったＣ事

業所で勤務した。しかし、厚生年金保険の記録が無いので調べていただきた

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由   

申立人に係る雇用保険の加入記録から、申立期間のうち、一部期間について

申立人がＣ事業所を運営するＤ社Ｅ本部に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ｄ社Ｅ本部は、昭和 45 年７月１

日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時は適用事業所にな

る前の期間である。 

また、当該事業所が適用事業所となった時期に在籍した複数の元従業員に、

申立人の厚生年金保険の加入状況について照会したものの、申立人の当時の勤

務実態や保険料控除について具体的な証言を得ることができない。 

さらに、上記元従業員のうち一人は、「当時Ｃ事業所は、Ｆ職と助手の二人

が業務を行っていた。Ｆ職はＧ地方から来ることが多く、本社であるＨ県のＤ

社で厚生年金保険に加入していたと思う。」と証言しているところ、Ｄ社に係

る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立期間において申立人の名

前は見当たらず、整理番号に欠番も無い。 

加えて、申立人の供述などから判断すると、申立人はＣ事業所で助手を務め

ていたとみられるところ、Ｄ社の元従業員は、「助手の場合は約１年の試用期

間があった。」「助手はすぐに辞める者が多く、最初は研修期間と称して厚生

年金保険等には入れなかった。」とそれぞれ証言していることから、Ｄ社は助

手等一部の従業員について、必ずしも入社と同時に厚生年金に加入させる取扱

いではなかったと考えられる。 



 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から厚生年金

保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2212 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 55年８月 31日から同年９月１日まで 

             ② 昭和 62年９月 21日から同年 10月１日まで 

私は、業務の都合上、Ａ社からＢ社へ、Ｂ社からＣ社へ移籍しているが、

３社は関連会社であり、申立期間①については、Ａ社に勤務していた期間で

あり、申立期間②については、Ｂ社に勤務していた期間である。申立期間①

及び②の給与から保険料は控除されていたにもかかわらず、記録が無いのは

おかしいので、よく調べていただきたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、Ａ社で勤務していたと主張しているもの

の、ⅰ）雇用保険被保険者資格取得届出確認照会回答書によると、申立人は

昭和55年７月31日にＡ社において被保険者資格を喪失していることが確認

できること、ⅱ）申立人が所持している 55 年分給与所得の源泉徴収票によ

ると、Ａ社を申立期間初期直前の同年８月 30 日に退職している記述が確認

できること、ⅲ）Ａ社が保管している健康保険厚生年金保険被保険者資格喪

失届によると、申立人の退職日はオンライン記録と一致していることが確認

できることから、当該事業所において勤務実態を確認することはできない。 

一方、当該期間において、ⅰ）雇用保険被保険者資格取得届出確認照会回

答書によると、申立人は当該期間前の昭和 55 年８月１日にＤ社（Ｂ社の子

会社）において被保険者資格を取得していることが確認できること、ⅱ）申

立人が所持している 55 年分給与所得の源泉徴収票によると、当該事業所に

同年８月１日に就職している記述が確認できることから、当該期間において、

当該事業所に勤務していたことが推認されるところ、Ｂ社によると、「唯一

保管していた 55年８月 26日作成の「Ｄ社新規採用者の給与計算の算定基礎

金額」資料から、申立人及び元同僚二人を同年８月１日に採用していること



 

は確認できるものの、理由は不明であるが、申立人の給与は同年９月から支

給されていたようである。その他、申立人の勤務実態や保険料控除の状況に

ついての資料は無い。」と回答しており、当該期間の保険料控除について確

認することができない。 

また、申立人が所持している昭和 55 年分給与所得の源泉徴収票の当該事

業所における社会保険料等の金額欄に記載された金額が、オンライン記録の

標準報酬月額から計算した同年 10 月からの健康保険及び厚生年金保険の保

険料額に雇用保険料の額を加算した額とほぼ等しくなることから判断する

と、当該事業所は、同年 10 月の申立人の給与から厚生年金保険料を控除し

ていたと認められ、Ｂ社によると社会保険料は翌月控除であるとしているこ

とから、当該事業所は申立人の資格取得日をオンライン記録と同様の同年９

月として社会保険事務所（当時）に届出を行っていたと推認される。 

さらに、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から申立人と同一

日の昭和 55 年９月１日に資格取得し、Ｄ社に係る雇用保険被保険者資格取

得届出確認照会回答書から申立人と同一日の同年８月１日に資格取得して

いることが確認でき、上記Ｂ社が保管している資料から申立人と同一日の同

年８月１日に採用されていることが確認できる元同僚二人に、申立人の厚生

年金保険の加入状況及び保険料の控除の有無について照会し、当該二人から

回答があったものの、申立人が申立期間において厚生年金保険に加入してい

たことを裏付ける証言は得られない。 

２ 申立期間②について、申立人は、当該期間について、Ｂ社で勤務していた

と主張しているものの、雇用保険被保険者資格取得届出確認照会回答書によ

ると、申立人は昭和 62年９月 20日にＤ社において被保険者資格を喪失して

いることが確認できること、ⅱ）Ｂ社が保管している申立人の退職願による

と、「昭和 62年９月 20日を以て、Ｄ社を退職させていただきます。」との

記載が確認できる上、同月９日の同社稟議書によると、「申立人の願いによ

り９月 20 日退職を命ずる。」との記載が確認でき、申立期間に当該事業所

においての勤務実態を確認することはできない。 

一方、当該期間において、雇用保険被保険者資格取得届出確認照会回答書

によると、申立人は、昭和 62年９月 21日にＡ社において被保険者資格を取

得していることが確認できることから、当該期間において、Ｃ社（現在は、

Ａ社）に勤務していたことが推認されるところ、Ａ社によると、「申立人の

勤務実態や保険料控除の状況が分かる資料については、約 30 年前の期間で

あるため、書類保存期間を過ぎており、処分したと思われる。」と回答して

おり、当該期間の保険料控除について確認することができない。 

また、Ｃ社に係るオンライン記録及び健康保険厚生年金保険被保険者名簿

によると当該事業所が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 62年 10

月１日であり、当該適用日に申立人は同社において被保険者資格を取得して

いることが確認できる上、同一日に被保険者資格を取得している元同僚二人



 

に、申立人の厚生年金保険の加入状況及び保険料の控除の有無について照会

し、当該二人から回答があったものの、申立人が申立期間において厚生年金

保険に加入していたことを裏付ける証言は得られない。 

３ このほか、申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与

から厚生年金保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2213 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年４月１日から 20年 10月まで 

    私は、昭和 19 年４月１日から 20 年 10 月ごろまでＡ市に所在するＢ事業

所にＣ職として勤務したが、厚生年金保険被保険者記録が無いのは納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ｂ事業所における元同僚として３人の名前を記憶しているところ、

同事業所で被保険者資格を有する元従業員二人が、「当該元同僚３人は同事業

所の職員であった。」と証言していることから、勤務期間は特定できないもの

の、申立人は同事業所で勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｂ事業所が厚生年金保険の適用事業所となったのは、昭和

25年３月であり、申立期間は同事業所が適用事業所となる前の期間である。 

また、Ｂ事業所は、「申立期間当時の人事記録、賃金台帳など、申立人の在

籍や保険料控除を確認できる資料は無い。」と回答しているものの、同事業所

が厚生年金保険の適用事業所となった日（昭和 25 年３月１日）に同事業所に

係る被保険者資格を取得した元従業員は、「24 年から 25 年ごろに、事業所が

厚生年金保険に加入していないことについて職員が騒ぎ出したため、同年初め

に厚生年金保険の適用事業所となった。適用事業所となる前に厚生年金保険料

は控除されておらず、適用事業所となってから職員が被保険者資格を取得し、

保険料が控除されるようになった。」と証言している。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2214 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年 10月１日から同年 12月 31日まで 

    当時の写真のほか証明できるものは無いが、得意先への受注活動や納品配

達を行い、店内の仕事もするなどＡ社に勤務していたことに間違いは無い。

調査の上、記録の訂正を願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人が所持するＡ社勤務時に写したとする写真及び備忘録によ

り、「当該事業所において昭和 35年 10月１日から同年 12月 31日まで勤務し

ていた。」と主張している。 

しかしながら、健康保険厚生年金保険事業所名簿にも、Ａ社が厚生年金保険

の適用事業所であった事実を確認することはできない。 

また、申立人は、当時のＡ社の従業員数を、「４人から５人だった。」と供

述しているところ、当該事業所に係る閉鎖登記簿謄本により確認ができた元役

員及び同役員が記憶する元同僚は、「申立期間当時の同社の社員数は、３人か

ら５人だった。当時社員数が常時５人以上いないと厚生年金保険に加入できな

かったので、同被保険者の記録は無いと思う。」、「私自身も同社における厚

生年金保険被保険者記録は無い。」とそれぞれ証言している上、上記元同僚は、

「申立期間当時、健康保険についてはＢ国民健康保険組合に加入していた。」

と証言しているところ、同組合は、「当該事業所について、事業主は申立期間

前から死亡するまでの間、当組合に加入していることが確認できる。ただし、

従業員については、退職と同時に記録を抹消するので確認することができな

い。」と回答している。 

これらのことから判断すると、Ａ社は、厚生年金保険の適用事業所の要件で

ある従業員数（常時５人以上）を満たしていなかったため、同保険の適用事業



 

所の届出を行っておらず、従業員の健康保険について国民健康保険に加入して

いたことがうかがえる。 

さらに、Ａ社に係る閉鎖登記簿謄本によると、当該事業所は既に廃業してい

る上、事業主は既に死亡しており、上記元役員及び元同僚からは申立期間にお

ける申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除の有無について確認するこ

とができない。 
加えて、上記元役員が記憶するＡ社の顧問公認会計士は、「厚生年金保険の

手続については分からない。」と回答している。 
このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から厚生年金

保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2215 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 25年２月１日から 36年３月７日まで 

私は、昭和 25年２月１日から 36年３月７日までの間、税関の近くにあっ

たＡ事業所（現在は、Ｂ社）に勤務していたが、厚生年金保険被保険者記録

が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間について、税関の近くにあったＡ事業所に勤務してい

た。」と主張しているところ、Ｂ社Ｃ支店が保管する雇用保険被保険者離職票

によると、申立人に係る雇用保険の被保険者期間は、昭和 34年 12月１日から

36 年３月７日までとなっていることから、申立期間の一部について申立人が

当該事業所に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、Ｂ社Ｃ支店は、「申立人に係る人事記録等は無く、雇用保険

被保険者離職票のほかに、申立人が当社に勤務していたことを確認できる資料

は無い。」と回答している上、同支店は、「申立人に係る雇用保険被保険者離

職票によると、賃金額について、Ｄ欄に記載されており、申立人は、固定給で

はないことから、正社員ではなかったものと考えられる。」と回答している。 

また、元従業員の一人は、「正社員は厚生年金保険に加入していたが、日給

者については、日雇いなので加入していなかった。」と証言している。 

さらに、Ａ事業所Ｃ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、

同支店が厚生年金保険の新規適用事業所となった昭和 25 年２月１日から 30

年３月１日までの間に被保険者資格を取得している元従業員 60 人のうち、連

絡先の判明した 12 人について文書により申立人の勤務実態等について照会し、

９人から回答があったが、全員が「申立人を記憶していない。」と証言してお

り、申立人の厚生年金保険の加入状況について具体的な証言を得ることができ



 

ない。 

さらに、上記の名簿によると、申立期間に被保険者資格を取得している者の

中に申立人の氏名は確認できない上、健康保険の番号に欠番は無く、当該名簿

の記録に不自然な点は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2216 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33年４月１日から 34年６月１日まで 

             ② 昭和 42年９月 21日から同年 11月 10日まで 

    高校を卒業してすぐの昭和 33 年４月に、同学年の男性一人と一緒にＡ社

（現在は、Ｂ社）に入社したので、同社の記録が 34 年６月からなのは間違

いである。また、前の会社を退職してすぐ入社したので、Ｃ社の記録が 42

年 11月からなのは間違いである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人は、申立期間①中にＡ社に係る厚生年金保

険の被保険者資格を喪失した元同僚二人の名前を記憶しており、当該元同僚

のうちの一人も、申立人が入社してきたことを記憶していること、及び同社

に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名簿」という。）

において、申立人と同日の昭和 34 年６月１日に厚生年金保険被保険者資格

を取得している元従業員のうちの３人（いずれも自身の入社は 34 年２月か

ら４月までの間だったと供述）が、「申立人は、私が入社する前から働いて

いた。」と供述していることから、申立人が申立期間①当時、同社に勤務し

ていたことは推認できる。 

しかしながら、Ｂ社は「申立期間①当時の資料を保管していないため、厚

生年金保険の届出や保険料控除等については不明である。」と回答しており、

申立人の申立期間①当時の厚生年金保険の加入状況について確認できない。 

さらに、Ａ社に係る被保険者名簿によると、申立期間①において、申立人

が一緒に入社したと記憶する元同僚の記録も見当たらない上、申立人と同日

に被保険者資格を取得している従業員は申立人を含め５人確認でき、このう

ち申立人を含む４人の厚生年金保険被保険者記号番号は連番であることが



 

確認できるところ、このうちの一人は、「私が入社したとき、給料から健康

保険料・厚生年金保険料が引かれておらず、健康保険被保険者証ももらえな

かったので、父から社長に社会保険に加入するよう頼んでもらった。」と供

述し、また別の一人は、「見習期間の後、厚生年金保険に加入した。加入前

の給料から同保険料は引かれていなかった。」と供述している。 

２ 申立期間②については、Ｃ社の元従業員二人の証言から、申立人が前職の

Ｄ社を退職後すぐにＣ社に入社したことは推認できる。 

しかしながら、Ｃ社は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、

申立期間②当時の事業主及び事務担当者は既に死亡していることから、申立

人の勤務状況及び厚生年金保険の保険料控除について確認することができ

ない。 

また、Ｃ社の元従業員は、「私は昭和 41 年に入社し、1 年くらい働いて

いたが、厚生年金保険の記録は 42 年４月からの２か月間ほどしかない。入

社当初は厚生年金保険に加入しておらず、加入していない期間の給料から同

保険料は引かれていなかった。」と供述している。 

３ このほか、申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めることはで

きない。 

 



                    

  

兵庫厚生年金 事案 2217 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 昭和 30年８月１日から 31年９月 10日まで 

           ② 昭和 34年７月１日から 38年４月 10日まで 

           ③ 昭和 38年５月 24日から 39 年 10月１日まで 

私は、脱退手当金を支給されたとする昭和 43 年８月２日は、出産したば

かりで、脱退手当金を受給できる状況ではなかったため、受け取っていない。

よく調査いただきたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

厚生年金保険被保険者記号番号払出簿によると、申立人の氏名は、昭和 43

年７月＊日に旧姓から新姓に氏名変更されており、申立期間の脱退手当金は同

年８月２日に支給決定されていることを踏まえると、脱退手当金の請求に伴い

氏名変更が行われたと考えるのが自然である。 

また、オンライン記録によると、申立期間において、３つの事業所に係る被

保険者期間が確認できるところ、申立人の脱退手当金は、当該３事業所を管轄

している各々の社会保険事務所（当時）で管理されていた厚生年金保険被保険

者期間が漏れなく請求されている上、申立人の脱退手当金の支給額は、当該期

間を対象として計算されているとともに、その額に誤りは無いなど、一連の事

務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



                    

  

兵庫厚生年金 事案 2218 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 22年２月１日から 24年２月１日まで 

    私は、昭和 22年２月１日からＡ社でＢ事務の正社員として勤務していた。

私自身が社会保険の事務を行っており、入社当初から厚生年金保険に加入し

ていたので、記録が欠落していることに納得できない。調査の上、記録を訂

正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間後に勤務したＣ社が保管する申立人に係る従業員カード

によると、職歴欄に「S22.２～24.４、Ａ社、Ｄ業務」との記載が確認できる

上、Ａ社の閉鎖登記簿謄本の設立日（昭和 22 年７月＊日）及び元同僚の証言

により、申立人は申立期間ごろ同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、健康保険厚生年金保険事業所名簿によると、Ａ社が厚生年金

保険の適用事業所となった日（適用年月日）の記載は無いものの、当該事業所

名簿の同社の上段の事業所の適用年月日が昭和 24 年２月１日であり、後段の

事業所の適用年月日が同年４月１日であることが確認できることから、同社は

同年２月から同年４月ごろの間に厚生年金保険の適用事業所となったことが

推認できる。 

また、ⅰ）厚生年金保険被保険者番号台帳払出簿により確認できる申立人に

係る同被保険者記号番号の資格取得日、ⅱ）当該番号と連番で払い出されてい

る同社における被保険者８人の資格取得日、ⅲ）申立人及び上記８人のそれぞ

れの同被保険者台帳（旧台帳）により確認できる同社における資格取得日は、

それぞれのオンライン記録の資格取得日である昭和 24 年２月１日と一致する。 

さらに、上記８人のうち、所在が確認できた元同僚一人によると、「私の父

がＡ社の出資者の一人であり、その関係で入社した。申立人は別の出資者の大



                    

  

学時代の後輩として入社した。同社は出資者の知人が集まった会社であり、私

が入社した会社設立当初（昭和 22 年７月＊日）ごろの従業員数は申立人を含

め５人程度であった。」と証言しており、申立期間当時、厚生年金保険の適用

事業所となるべき従業員数（常時５人以上）を満たしていなかった可能性がう

かがえる。 

加えて、上記元同僚に聴取しても、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の

加入を裏付ける証言や証拠は得られない上、閉鎖登記簿謄本によると、Ａ社は

昭和 30 年４月＊日に清算結了しており、申立期間当時の代表取締役は既に死

亡している等、申立人の申立期間当時の厚生年金保険料の控除について確認す

ることができない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から厚生年金

保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



                    

  

兵庫厚生年金 事案 2219（事案 1050の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 18年４月１日から 19年４月１日まで 

    私は、昭和 18年４月１日に、Ａ社Ｂ工場に入社した。社会保険事務所（当

時）で、「Ａ社での厚生年金保険被保険者期間は４年間ある。」と聞いた。

当時の年金記録に不備があるので調査の上、訂正願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人に係る厚生年金保険被保険者

台帳（旧台帳）及びＡ社が保管する申立人に係る工員台帳の同被保険者記録に

よると、申立人は、昭和 19年４月１日に同社Ｂ工場で被保険者資格を取得し、

20年 10月１日に同資格を喪失していることが確認できること、ⅱ）申立人は、

昭和 19年３月 25日にＣ国民学校・高等科を卒業していることが確認できるこ

とから、申立期間について勤労動員学徒であったものと考えられるところ、Ａ

社Ｂ工場において、同年４月１日に厚生年金保険被保険者の資格を取得してい

る元同僚は、「私は勤労学徒動員として 18 年から勤務していた。」と証言して

いることから、事業主は、勤労動員学徒を、同保険（当時の名称は労働者年金

保険）の被保険者として加入させていなかったことがうかがえること等から、

当委員会の決定に基づき、年金記録の訂正のあっせんは行わないとの判断を行

った旨、平成 21年 11月２日付けで通知が行われている。 

申立人は、今回新たな資料等を提出することなく、「私は、昭和 18年４月１

日からＡ社Ｂ工場で勤務した。社会保険事務所の職員からは、同社での厚生年

金保険被保険者期間は４年間あると聞いた。」との従来の主張を繰り返して再

申立てしているが、これは委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認

められず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たら

ないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


